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序　　　　　文

国際協力機構（JICA）は、ウガンダ共和国政府や関係機関との協議に基づき、2005 年から 3
県のパイロット事業として中等理数科強化プロジェクト（SESEMAT）を開始し、現職教員研

修（INSET）の制度化、理数科教育の強化について成果を上げました。その後、2008 年からウ

ガンダ共和国内全県を対象として「中等理数科強化全国展開プロジェクト（SESEMAT National 
Expansion Plan）」（フェーズ２）を実施し、プログラムの全国展開及びプログラムの研修運営能

力の向上、持続性確保のための SESEMAT 基金の義務化などの成果を上げてきました。

今回、ウガンダ共和国教育スポーツ省はこれまでの INSET の継続実施に加え、その更なる質

向上や、フェーズ２で試行的に導入された地方における継続的な授業改善活動（地方活動）の実

施体制強化を目的とした支援を日本政府に対して要請してきました。

この要請を受け、JICA は、2012 年 11 ～ 12 月に詳細計画策定調査を実施し、ウガンダ共和

国教育スポーツ省等の関係機関と協力計画に関する協議を行いました。この調査結果を踏まえ、

2013 年 5 月、討議議事録（Record of Discussions：R/D）に署名しました。

本報告書は、ウガンダ共和国中等理数科強化教員研修プロジェクトフェーズ３の案件形成の経

緯、協議結果などの調査結果を取りまとめたものであり、今後の本プロジェクトの実施や類似プ

ロジェクトの案件形成等にあたって有効に活用されることを願います。

本調査にご協力頂いた内外の関係各位に対し、心から感謝の意を表するとともに、引き続き一

層のご支援をお願い申し上げます。

平成 25 年 8 月

独立行政法人国際協力機構

人間開発部長　萱島　信子
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略　語　表

ALEI-PIEI Activity/Experiment, Learner-centred, 
Encouragement, Improvisation-Plan, 
Implementation Evaluation and Improvement

ALEI 授業

BTC Belgian Technical Corporation ベルギー技術協力公社

BTVET Business, Technical, Vocational Education 
and Training

ビジネス技術・職業教育・訓練

CAO Chief Administrative Officer 県最高行政官

C/P Counterpart カウンターパート

CURASSE Lower Secondary Curriculum, Assessment 
and Examination Reform Programme

前期中等教育カリキュラム改編

DAC Development Assistance Committee 開発援助委員会

DEO District Education Officer 地方教育行政官

DES Directorate of Education Standards 教育基準総局

DoS Director of Studies 教務主任

ESC Education Service Commission 教育人事委員会

ESSP Education Sector Strategic Plan 教育セクター戦略計画

HoD Head of Department 教科主任

HT Head Teacher 校　長

INSET In-Service Education and Training 現職教員研修

JCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構

JOCV Japan Overseas Cooperation Volunteers 青年海外協力隊

LOI Lesson Observation Index 授業観察指標

LPI Learner Participation Index 生徒参加指標

M&E Monitoring and Evaluation モニタリング・評価

MoES Ministry of Education and Sports 教育スポーツ省

NAPE National Assessment of Progress in Education 全国学習達成状況調査

NC National Coordinator ナショナルコーディネーター

NCDC National Curriculum Development Centre 国家カリキュラム開発センター

NDP National Development Plan 国家開発計画

NT National Trainer 中央研修講師

NTC National Teachers’ College 中等教員養成校

OPM Office of Prime Minister 首相府



PDM Programme/Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリック

ス

PLE Primary Leaving Examination 初等教育修了試験

PO Plan of Operations 活動計画

PRESET Pre-Service Education and Training 教員養成研修

PS Permanent Secretary 次　官

PTC Primary Teachers’ College 初等教員養成校

RMC Regional Management Committee 地方運営委員会

RT Regional Trainer 地方研修講師

RTC Regional Training Centre 地方研修センター

SARB SESEMAT Activities Regional-Based 地方活動

SED Secondary Education Department 中等教育局

SESEMAT Secondary Science and Mathematics 
Teachers’ Programme

中等理数科強化教員研修プロジェクト

SESP Secondary Education Strategic Plan 中等教育戦略計画

SMASE Strengthening of Mathematics and Science 
Education（Kenya）

理数科教育強化計画プロジェクト（ケ

ニア）

SMASE-
WECSA

Strengthening of Mathematics and Science 
Education in Western, Eastern, Central and 
Southern Africa

（SMASE アフリカ域内ネットワーク）

STDMS Secondary Teachers Development and 
Management System

中等教員開発管理システム

TDMS Teachers Development and Management 
System

初等教員開発管理システム

TIET Department of Teacher/Instructor Education 
and Training

教員・指導員教育局

TS Technical Supervisor テクニカルスーパーバイザー

UACE Uganda Advanced Certificate of Education 後期中等教育修了資格試験

UCE Uganda Certificate of Education 前期中等教育修了資格試験

UNEB Uganda National Examination Board ウガンダ国家試験庁

UPE Universal Primary Education 初等教育普及政策

UPPET Universal Post Primary Education and 
Training

初等教育後教育及び訓練

USE Universal Secondary Education 中等教育普及政策



１．案件名

国　名：ウガンダ共和国

案件名： 和名　中等理数科強化教員研修プロジェクトフェーズ３ 
英名　Secondary Science and Mathematics Teachers’ Programme Phase III

２．事業の背景と必要性

（１）当該国における教育セクターの現状と課題

ウガンダ共和国（以下、「ウガンダ」と記す）においては、1997 年の初等教育無償化政策

実施、2007 年の中等教育無償化政策の導入により、前期中等教育の就学者数が増加してお

り、中等教育の量的拡大とともに質的向上が喫緊の課題となっている。前期中等教育のな

かで、特に理数科の水準は低く、国家試験庁（Uganda National Examination Board：UNEB）
による全国学習達成状況調査（National Assessment of Progress in Education：NAPE）の

2010 年の結果では、一定の水準に達していると判定された生徒の割合が、英語で 67.5％で

あるのに対し、数学は 49.7％、生物は 30.4％と、理数科における成績の低さが目立ってい

る。JICA はこれまでフェーズ１及びフェーズ２を通じて、前期中等の理数科教員を強化す

るための現職教員研修（In-Service Education and Training：INSET）制度の確立をめざした

協力を実施し、その協力を通じてフェーズ２終了までにすべての州を対象とした INSET を

実施する体制を確立するなどの成果を上げた。特に、INSET 研修について、各学校が研修

運営実施費を支出して教員を研修に参加させる仕組みを確立するなど、予算面や運営面で

一定の持続性が確保されたことは大きな成果である。しかしながら、研修参加教員の研修

理解度については、改善が確認できた教員が多いものの、依然として課題のある教員もい

る状況にある。また、初等教育の就学率及び修了率の上昇とともに、中等教育の就学率も

徐々に高まる傾向にあるなかで、臨時雇用も含めた教員数は増加傾向にあり、十分な研修

を受けずに採用された新規教員などに対しても引き続き研修を実施する必要がある。具体

的には、依然として教員の教科内容に関する知識の不足や教師・理論中心の教授法の不適

切さが指摘されており、現場の学校の授業の質を改善するための仕組みや教員の教科知識

の強化や授業法の改善などが課題となっている。

加えて、中等教育のカリキュラム改編作業がなされており、新たなカリキュラムも踏ま

えた研修を提供し、新カリキュラムの普及にも取り組む必要が生じている。

（２）当該国における教育セクターの開発政策と本事業の位置づけ

国家開発計画（National Development Plan：NDP、2010/11-2014/15）において、「社会

サービスのアクセス及び質の改善（Increasing access to quality social services）」の一環とし

て、教育の質の向上が挙げられている。教育セクター戦略計画（2004-2015）では、初等教

育を終えた生徒が問題解決の能力を獲得し習熟した労働力になること、教員が INSET によ

り教授能力を高めることを重視している。中等教育セクターの計画である中等教育戦略計

画（2008-2019）では、目標の 1 つに、生徒が高等教育と労働市場に適応できるような教育

事業事前評価表（技術協力プロジェクト）

国際協力機構人間開発部基礎教育第二課



の質を確保することを挙げており、戦略として、数学能力や問題解決能力の向上、現職教

員研修システムの構築を挙げている。また、前期中等教育修了資格試験（Uganda Certificate 
of Education：UCE）において、理科 3 科目（物理・化学・生物）すべてが必修になっており、

理数科教育を重視している方針がうかがわれる。

（３）教育セクターに対するわが国及び JICA の援助方針と実績

わが国の対ウガンダ国別援助方針・事業展開計画のなかで、経済成長を担う人材の育成

という観点から初等後の教育強化が挙げられており、このなかに中等理数科教育強化プロ

グラム及び職業訓練教育強化プログラムが位置づけられている。また、対アフリカ諸国協

力に関する TICAD（アフリカ開発会議）V 高級実務者会合（2012 年 11 月）では、3 つの

主要テーマのうちの 1 つである「強固で持続可能な経済」の基盤として、科学技術の振興、

特に理数科を中心としたあらゆるレベルの教育の質の向上を挙げている。

JICA では、2005 年 8 月から 3 年間、3 県を対象としたパイロット事業として「中等理数

科強化プロジェクト（Secondary Science and Mathematics teachers’ Programme：SESEMAT
フェーズ１）」を支援し、ALEI-PIEI（Activity/Experiment, Learner-centred,Encouragement, 
Improvisation-Plan, Implementation, Evaluation and Improvement）という生徒中心の教授法を

導入した理数科教育の強化、現職教員研修の制度化を支援した。さらに、SESEMAT の拡

大をめざして、教育スポーツ省（Ministry of Education and Sports：MoES）は新たに 30 県

を対象としたプロジェクトの実施を日本に要請し、「中等理数科強化全国展開プロジェクト

（フェーズ２）」を実施した。フェーズ２の終了時評価では、INSET を全国展開する体制が

確立し、参加教員数も着実に増加していること、パイロット地区において授業の質と生徒

の学習の質を向上させるための地方活動（SESEMAT Activities Regional-Based：SARB）が

進捗しつつあることが確認された。特に、研修経費は、MoET の既存の枠組みのなかから

支出されるよう制度が確立されており、一定の持続性が確保されている。ただし、一方で

研修内容の一層の精緻化、地方活動の実施・モニタリングの拡充と質の向上等が課題とし

て挙げられている。

（４）他の援助機関の対応

ウガンダの中等教育セクターでは、世界銀行が中心となり、中等教育の教員養成（Pre-
Service Education and Training：PRESET）及び現職教員研修（INSET）までを包含し拡充

する教員教育中等教員開発管理システムの計画策定支援が進められている。本プロジェク

トはこの動きのなかで INSET の核としての機能が期待されている。また、ベルギー技術

協力公社（Belgian Technical Corporation：BTC）が、中等教員養成校（National Teachers’ 
College：NTC）に対する施設整備と PRESET 支援を行っている。このほか、アイリッシュ・

エイドが、SESEMAT フェーズ２での地方活動のためのワークショップ費用に対する財政

支援を行った。

３．事業概要

（１）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む）

本事業は、全国を対象に定期的 INSET の研修プログラムの質の改善と地方活動の全国



における適切な運営を行うことにより、前期中等学校理数科教員の授業の質の改善を図

り、もって前期中等学校生徒の理数科学習態度の改善に寄与するものである。本事業の特

徴としては、質の改善のために教員自身が研修による教授法等の技能向上に加え、学校の

授業の現場での実践や校内や周辺校の教員が学びあうための活動（地方活動）を活性化す

るための仕組みを整備すること、また、その地方活動で活用可能な教師用参考教材類の作

成を行い、教員の授業実践力強化を通じた生徒の学習の質の向上をめざす。また、現在ウ

ガンダ政府が世銀等の支援で実施している中等教育のカリキュラム改編作業と連動して、

フェーズ２までに確立した INSET 研修制度を活用して新カリキュラム内容を周知徹底する

こと、また、教師用参考教材には新カリキュラムを反映させた内容とすることで、新カリ

キュラムに基づいた教員の授業実践の促進を支援する。

（２）プロジェクトサイト / 対象地域名

ウガンダ全国

（３）本事業の受益者（ターゲットグループ）

ウガンダ全国の前期中等理数科教員（約 1 万 2,000 名）

（４）事業スケジュール（協力期間）

2013 年～ 2017 年（4 年間）

（５）総事業費（日本側）

約 3 億円

（６）相手国側実施機関

教育スポーツ省（MoES）

（７）投入（インプット）

１）日本側

・  専門家 4 名（チーフアドバイザー、理数科教育 1、理数科教育 2、モニタリング・評価

/ 業務調整）

・ カウンターパート（Counterpart：C/P）研修（ウガンダ国外）

・ 機材供与（車両、教材、その他必要な機材）

・ ローカルコスト（ローカルコンサルタント、研修・セミナー費用、教材開発費、イン

ターネット代）

２）ウガンダ側

・ C/P 配置〔なお、MoES 中等教育局の傘下にあり、かつプロジェクト実施上、INSET の

実施主体である事務局のSESEMAT中央研修センターに所属する中央研修講師（National 
Trainer：NT）が C/P となる〕

・ 中央研修講師（NT）の給与・宿泊日当、地方研修講師（Regional Trainer：RT）・教員・

初等教員養成校（Primary Teachers’ College：PTC）/ 中等教員養成校（NTC）教官の研



修に係る経費、RT の地方研修実施に係る日当

・ 事務所及び必要な施設の提供

・ 光熱費、電話代、燃料費

（８）環境社会配慮・貧困削減・社会開発

１）環境に対する影響 / 用地取得・住民移転

①　カテゴリ分類（A,B,C を記載）：Ｃ

② 　カテゴリ分類の根拠：本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010
年公布）に掲げる影響を及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域に該

当せず、環境への望ましくない影響は最小限であると判断されるため。

２）ジェンダー・平等推進 / 平和構築・貧困削減

本事業は、ジェンダーに特別に配慮した措置をとるわけではないが、UNEB の試験に

おいて女子生徒の方が理数科の成績が低いなど、女子の方が理数科を苦手とする者が多

いことから、女子生徒の学習向上に資することが期待される。

３）その他

（９）関連する援助活動

１）わが国の援助活動

・ 青年海外協力隊（Japan Overseas Cooperation Volunteers：JOCV）の理数科教員が複数

の中等学校に配置されており、学校レベルでの理数科授業の改善に協力している。

２）他ドナー等の援助活動

・ 世界銀行が支援しているカリキュラム改編と整合性のある INSET の内容・教材を検討

する。ベルギー技術協力公社（BTC）が NTC 教員に対する研修を実施する予定である

ので、緊密に情報交換を行い内容に整合性があるようにするとともに、可能であれば

協力して研修を実施することを検討する。

４．協力の枠組み

（１）協力概要

１）上位目標：前期中等学校生徒の理数科学習態度が改善する。

指標：

①　拠点校において SESEMAT で実施する生徒向け簡易試験の結果

②　生徒参加指標（Learner Participation Index：LPI）の結果

２）プロジェクト目標：前期中等学校理数科教員の授業の質が改善する。

指標：

①　拠点校において SESEMAT で実施する生徒向け簡易試験の結果

②　生徒参加指標（LPI）の結果

③　授業観察指標（Lesson Observation Index：LOI）の結果



３）成果及び活動

成果１．定期的 INSET の研修プログラムの質が改善される。

指標：

（1-1）INSET の研修理解度評価（事前事後テスト）の結果

（1-2） 開発された教員用教材（S1 ～ S4 の科目内容資料とその INSET 用研修モジュー

ル）

（1-3）INSET のコンテンツに対する教員の満足度

活動：

1-1　 INSET 研修コンテンツの質の改善のために、教育基準総局（Directorate 
of Education Standards：DES）、国家カリキュラム開発センター（National 
Curriculum Development Centre：NCDC）、 UNEB、その他関連する教育機関との

協調によるタスクフォースを結成する。

1-2　 タスクフォースがこれまでの研修コンテンツのレビューを行う。

1-3　 研修コンテンツの質の改善のための計画案を策定する。

1-4　 教員用教材（S1~S4 の科目内容資料とその INSET 用研修モジュール）開発のた

めの計画案を策定する。

1-5　 1-3 の計画案、ベースライン調査、改訂カリキュラムに基づき研修コンテンツ

を開発する。

1-6　 1-4 の計画案、1-5 で開発されたコンテンツ、ベースライン調査、改訂カリキュ

ラムに基づき教師用教材を開発する。

1-7　 1-5 で開発された研修コンテンツと 1-6 で開発された教師用教材のレビューを

行う。

1-8　 1-5 で開発された研修コンテンツと 1-6 で開発された教師用教材に基づき、全

国研修を実施する。

1-9　 INSET 全国研修のコンテンツの効果を測るために、研修時に RT への事前事後

テストを実施する。

1-10　 RT が INSET 地方研修を実施する。

1-11　 INSET 地方研修コンテンツの効果を測るために、研修時に参加教員への事前

事後テストを実施する。

1-12　 2-3 で選定した拠点校におけるモニタリングから教員用教材改善のための課題

を抽出する。

1-13　 1-1~1-12 の活動において、NTC、他の PRESET 機関、関連する教育機関と協

力した活動を実施する。

1-14　 学校管理者、地方教育行政官（District Education Officer：DEO）、DES 職員ら

を含む関係者に対し啓発活動と研修を実施する。

1-15　 NT のコンテンツと教材開発における能力の向上のための研修を実施する。

1-16　 サイエンスフェア、スーパーティーチャーコンテスト、キャリアガイダンス

冊子等、モチベーションと関心の向上のための活動を実施する。

1-17　 INSET 等で導入した教員用教材を、教員が授業に活用できる参考資料として

取りまとめる。



成果２．地方活動（SARB）が全国で適切に運営される。

指標：

（2-1）SARB 活動の数

（2-2）SARB 実施各リージョンで SARB に参加した学校数

（2-3） 適切にまとめられ、地方運営委員会（Regional Management Committee：
RMC）を通じて SESEMAT 事務所に送られ、MoES 内のモニタリング・評価

（Monitoring and Evaluation：M&E）ワーキンググループに提出されたレポー

トの数

（2-4）SARB に対する教員の満足度

（2-5）授業観察評価（LOI）（該当する場合）

活動：

2-1　 SARB の全国レベルモニタリングのため、LPI、LOI、満足度等を含む SARB モ

ニタリングツールを開発する。

2-2　 RMC で SARB の活動計画を作成する。

2-3　 SESEMAT 事務所と RMC の協議と合意に基づき SARB の拠点校を選定する。

2-4　 SARB 推進に向け（必要に応じて）RMC の運営ガイドラインを改定する。

2-5　 拠点校で生徒の学力を測るためのベースライン調査を実施する。

2-6　 各学校 / リージョンレベルで SARB 活動計画を作成する。

2-7　 学校管理者、DEO、DES 職員らを含む関係者に対し啓発活動と研修を実施す

る。

2-8　 各学校 / リージョンレベルで SARB を実施する。

2-9　 各学校で SARB のレポートを作成し RMC に送付する。

2-10　 DES と協力して SARB モニタリングツールに基づき、各 SARB の活動内容の

モニタリングを行う。

2-11　 各リージョンで SARB 進捗報告を取りまとめ SESEMAT 事務所を通じて MoES
及び関係者と共有する。

2-12　 2-1 で開発されたモニタリングツールに基づき、中央レベルで各 SARB の活動

内容のモニタリングを行う。

2-13　 拠点校においてエンドライン調査を実施する。

2-14　 拠点校で授業改善の取り組みを事例集として取りまとめ、INSET で共有する。

４）プロジェクト実施上の留意点

・ プロジェクトの主な活動である INSET と SARB の質を高めるには、中央研修講師（NT）
によるモニタリングの質を更に向上させる必要がある。モニタリングについては、NT
のプログラム全体の業務量を考慮し、効果的・効率的な実施方法を検討する。

・ カリキュラム改編が進行中であることから、プロジェクトにおける INSET のコンテン

ツ・教材開発は、新カリキュラムと内容を整合させる必要がある。同時に、プロジェ

クトで導入している教授法がカリキュラムに反映されるよう働きかけることが重要で

ある。

・ カリキュラムの改編及び中等教員開発管理システム（Secondary Teachers Development 



and Management System：STDMS）の策定が進んでいることから、国家カリキュラム開

発センター（NCDC）、国家試験庁（UNEB）、教育基準総局（DES）等、教育関連機関

との協力体制の強化が必要である。また、教員の育成・強化は、PRESET（教員養成）

と INSET の双方を視野に入れた包括的な取り組みが必要であり、中等教員養成校や大

学等 PRESET 機関との連携を検討する。これら協調の促進においては、MoES が教育

セクター全体を俯瞰したうえで、全体調整を行う必要がある。

（２）その他インパクト

・ カリキュラム改編にあたり MoES が教員対象に行う研修に本事業が協力すれば、本事業

で導入している生徒中心の教授法が全科目に波及する可能性がある。また、BTC が中等

教員養成校全教科における研修を計画しているが、研修内容について相互に整合性ある

ものにすること、理数科については本事業と協力することで合意しており、PRESET 全

教科への波及効果が期待される。

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール）

（１）事業実施のための前提：SESEMAT の実施に必要な経費が MoES から遅滞なく支出される。

（２）成果達成のための外部条件：RT の大多数が RT の活動を継続する。

（３）プロジェクト目標達成のための外部条件：研修に参加した大多数の教員が教職にとどまる。

（４）上位目標達成のための外部条件：生徒の学習環境が悪化しない。

６．評価結果

本事業は、ウガンダの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、また

計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用

フェーズ２では、実施の過程で指標の 1 つ（教師態度変容指標）がプロジェクトの目的とそ

れを反映した研修内容に適さないことが判明し、途中から別の指標をプロジェクト独自に設定

し、それに伴って評価ツールも開発し直したが、効果や効率性を損なう可能性もあるので、プ

ロジェクトの目的と指標の間に整合性があるよう、プロジェクト設計の段階で指標の設定には

慎重を要するという教訓が導出されている。本事業では、生徒向け簡易試験、INSET の研修理

解度評価、教員の満足度等、ベースライン調査等に基づきプロジェクトで独自に評価項目や設

問を設定して策定する指標がいくつか含まれている。このため、プロジェクト開始時に各種情

報を適切に収集・分析し、プロジェクト目標と活動内容にふさわしく、また、収集可能な指標

を設定することが必要である。

８．今後の評価計画

（１）今後の評価に用いる主な指標

４（１）のとおり。



（２）今後の評価計画

事業開始 6 カ月以内 ベースライン調査

事業中間時点 中間レビュー

事業終了 6 カ月前 終了時評価

事業終了 3 年後 事後評価
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第１章　調査の概要

１－１　要請の背景

ウガンダ共和国（以下、「ウガンダ」と記す）においては、1997 年より始まった初等教育無償

化政策及び 2007 年から始まった中等教育無償化政策により、中等教育の量的拡大とともに質的

向上が喫緊の課題となっている。中等教育のなかで、特に理数科の水準は非常に低く、前期中等

教育最終学年の生徒を対象に実施される前期中等教育修了資格試験（UCE）の結果では理数科の

合格率が極めて低く、他科目の合格率が 8 ～ 9 割であるのに対し、理数科の合格率は 4 ～ 6 割に

とどまっている。また、2003 年実施のベースライン調査によると、この中等理数科教育に関す

る問題の多くは、教師・理論中心の教授法や教科知識不足など、教員の質の低さに起因すると報

告されている。また、中等教員対象の現職研修制度がないため、教授法・教科知識を継続して向

上させる機会が与えられていないと同報告書で述べられている。

ウガンダ政府の政策としては、科学技術振興、産業育成につながる理数科教育のレベル向上が

優先的政策と位置づけられており、これを具体的に実現するための施策として、教育スポーツ省

（MoES）において、理数科教育の強化（理科の必修化）や現職教員研修（INSET）の実施が掲げ

られている。

このような背景の下、JICA は 2005 年 8 月から 3 年間、3 県を対象としたパイロット事業であ

る中等理数科強化プロジェクト（SESEMAT）を支援し、現職教員研修の制度化、理数科教育の

強化について成果を上げた。その後、SESEMAT プログラムが地理的に全国をカバーするプログ

ラムとして成功するために、2008 年 8 月に 24 県を対象として「中等理数科強化全国展開プロジェ

クト（フェーズ２、SESEMAT National Expansion Plan）」を実施し、プログラムの全国展開及びプ

ログラムの研修運営能力の向上、持続性確保のための SESEMAT 基金の義務化などの成果を上げ

た。

今回、MoES は、これまでの INSET の継続に加え、その更なる質向上や、フェーズ２で試行的

に導入された地方における継続的な授業改善の活動（地方活動）の実施体制強化を目的とした支

援を日本政府に対して要請してきた。

１－２　調査の目的

本調査は、ウガンダ政府からの要請を受け、具体的な協力内容についてウガンダ政府と協議す

ることを目的として派遣された。具体的には以下のとおり。

（１）フェーズ２終了時評価調査の結果も踏まえつつ、本事業の妥当性を確認する。

（２ ）プロジェクトデザイン〔プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：
PDM）、実施体制、活動計画（Plan of Operation：PO）、双方の負担事項等〕に関し、ウガン

ダ側関係者と協議し、合意形成を図る。

（３）プロジェクト開始までに行う作業及びそのスケジュールを確認する。

（４）日本側、ウガンダ側双方で同意した事項をミニッツとして取りまとめ、署名交換をする。

１－３　調査日程

2012 年 11 月 17 日（土）～ 12 月 14 日（金）
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１－４　調査団員

担当分野 氏　名 所　属

団　　長 丹原　一広 JICA 人間開発部基礎教育第二課　課長

協力企画 松崎　瑞樹 JICA 人間開発部基礎教育第二課　主任調査役

研修企画 中島　基恵 ケニア理数科教育強化計画プロジェクト　専門家

評価分析 田中　恵理香 グローバルリンクマネージメント（株）シニア研究員
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第２章　調査・協議結果概要

２－１　ウガンダ国における中等理数科教育の現状

（１）教育に係る制度
1

１）概　要

ウガンダの教育制度は 7 － 6 制で、初等教育が 6 歳で入学し 7 年間、中等教育が 6 年

間となっており、中等教育は、前期中等教育 4 年（S1 ～ S4）と後期中等教育 2 年（S5 ～

S6）に分かれている。初等教育と前期中等教育が基礎教育と位置づけられている。初等

教育 7 年生（P7）を修了した児童は初等教育修了試験兼前期中等教育入学試験（Primary 
Leaving Examination：PLE）を受ける。中等学校 4 年（S4）修了時には、前期中等教育修了

資格試験（UCE）があり、合格すると前期中等教育レベル（O レベル）の資格を取得でき

る。合格者は、その成績に応じて、後期中等教育（S5 ～ S6）、各種専門学校（S5 ～ S6）、
初等教員養成校（Primary Teachers’ College：PTC）に進学できる。後期中等学校 6 年（S6）
修了時には後期中等教育修了資格試験（Uganda Advanced Certificate of Education：UACE）
があり、合格すると後期中等教育レベル（A レベル）の資格が取得でき、大学または中等

教員養成校（National Teachers’ College：NTC）に進学できる。図２－ 1 に、学校制度を図

示する。

1996 年に初等教育普及政策（Universal Primary Education：UPE）が開始され、2008 年に

は義務教育となった。UPE の下、1997 年に、世帯当たり 4 人までの子どもが初等教育ユー

ザー料金（user fee）を免除される無償化が開始され、2002 年以降は、初等教育学齢人口

の子ども（6 歳以上）全員に対し初等教育が公立学校で無償で提供されている。

UPE によって増加した初等教育修了者を受け入れるため、2007 年より中等教育普及

政策（Universal Secondary Education：USE）イニシアティブ及び初等教育後教育及び訓練

（Universal Post Primary Education and Training：UPPET）プログラムによって、中等教育無償

化が段階的に実施された。これにより、一部の公立エリート校を除く全公立校と、公立校

が存在しない地域の私立校またはコミュニティ校を対象に、PLE で基準点を満たした生徒

の学費が免除されることになった。

6 歳 13 歳 17 歳

就学前教育
初等教育

（P1 ～ P7）
前期中等教育

（S1 ～ S4）

初等教員養成校

各種専門学校

後期中等教育

（S5 ～ S6）
大　学

中等教員養成校

PLE
UCE

（O レベル）

UACE
（A レベル）

網掛けは義務教育

出所： 国際協力機構 / 株式会社国際開発センター「基礎教育セクター情報収集・確認調査国別基礎教育

セクター分析報告書－ウガンダ－」（2012）より作成

図２－１　ウガンダの学校制度

1
　 本項については、現地調査の聞き取りのほか、国際協力機構 / 株式会社国際開発センター「基礎教育セクター情報収集・確認調

査国別基礎教育セクター分析報告書－ウガンダ－」（2012）を参照した。
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２）教育行政

教育に関する監督官庁は教育スポーツ省（MoES）で、就学前教育、初等教育、中等教育、

技術・職業訓練、教員教育、高等教育を管轄する。中等教育の担当は基礎教育・中等教育

総局の中等教育局（Secondary Education Department：SED）、中等教員養成の担当は高等教

育・技術職業教育訓練総局の教員・指導員教育局（Department of Teacher/Instructor Education 
and Training：TIET）である。その他、中等教育にかかわる部署として、視学を担当する教

育基準総局（DES）の中等教育基準局がある。MoES の主な付属機関としては、修了試験

を管轄するウガンダ国家試験庁（UNEB）、カリキュラム開発を管轄する国家カリキュラ

ム開発センター（NCDC）、MoES 職員・教員らの人事を管轄する教育人事委員会（Education 
Service Commission：ESC）等がある。

ウガンダでは、地方分権化を推進しており、教育分野でも初等・中等教育の地方政府へ

の権限移譲を進めている。各県政府
2
に教育局があり、地方教育行政官（DEO）が配置され、

その統括の下、教育担当官（Senior Education Officer 及び Principal Education Officer）及び視

学官（School Inspector）が配置されている。DEO は MoES のラインでなく、県最高行政官

（Chief Administrative Officer：CAO）と県教育委員会に報告する。

初等教育では、1997 年から導入された UPE を契機に、地方政府及び学校への分権化が

進められた。中等教育は、初等教育に比べ地方分権が進まず、MoES 中等教育局が多くの

権限をもっていたが、2007 年の中等教育無償化導入に伴い、地方政府への権限移譲を進

めている。

３）教員養成

初等教育の教員養成研修（Pre-Service Education and Training：PRESET）は、初等教員養

成校（PTC）で行う。UCE で英語、数学、理科の必修 3 科目を含む 8 科目に合格した者

が PTC で 2 年間授業を受け、教員資格試験に合格すると、Grade 3 の資格を得る。Grade 
3 の教員は、勤務先の学校の休暇期間に現職教員研修（アップグレードコース）を受け、

Grade 5（Diploma、短大卒相当）の資格を得る
3
。PTC の講師（tutor）は、Diploma か大学卒

業資格を有する者となっている。

中等教育教員の資格は、前期中等までを教える Grade 5 と後期中等までを教えられる学

位レベルがある。前期中等教員の資格（Grade 5）は、後期中等教育修了後、中等教員養

成校（NTC）で 2 年間の教育により取得できる。後期中等教育で教えるためには、大学で

3 年間の教育が必要である
4
。NTC の講師（lecturer）の資格要件は、大学の学位取得者で 4

年以上の中等教員経験をもつ者となっている。

（２）中等教育の現状

2
　地方分権化の推進とともに県の再編成を行っており、県の数が増加傾向にある。2012 年時点で 113 県となっている。

3
　 アップグレードコースは NTC で 3 年間にわたり実施する。聞き取りによれば、これにより Grade 5 の資格を授与された教員は前

期中等学校で教えることも可能になるが、修了者の多くは初等教員に戻る。ただし、Grade 5 の資格取得により待遇が向上する。
4
　 聞き取りによれば、通常は、NTC 修了後 2 年以上の教員経験を経て進学するが、成績優秀者は NTC 修了後すぐに大学に進学で

きる場合もある。



－ 5 －

１）就学状況

中等教育就学者数は、2000 年の 51 万 9,000 人から 2010 年には 122 万 6,000 人となり、

10 年間で 2.4 倍に伸びている。中等教育総就学率は、2002 年に 19.6％（男子 21.1％、女

子 18.0％）、2010 年には 28.3％（男子 30.7％、女子 26.0％）となっている。純就学率を地

域別にみると、中部地域 32.9％、南西部地域 26.6％に対し、北部地域 14.0％、北東部地域

4.9％と、地域格差が目立つ。前期中等教育の中退率は、2008 年に 4.6％だったのが、2009
年には 10.5％（男子 10.3％、女子 10.7％）と悪化している（JICA/ 国際開発センター「基

礎教育セクター情報収集・確認調査国別基礎教育セクター分析報告書－ウガンダ－」、原

典：MoES“Uganda Education Statistical Abstract 2010”）。USE の導入により、就学者、就学

率は伸びているものの、依然として就学率は 3 割以下にとどまっており、「中等教育普及」

には、就学の一層の拡大が必要である。また、就学率が上昇する一方で、中退者も増加し

ていることから、教育の質の面での問題も多いと思料される。

２）教員研修の現状

中等教員を養成する NTC は、ムベンデ県（Mubende 校）、カリロ県（Kaliro 校）、グル県

（Unyama 校）、カバレ県（Kabale 校）、アルア県（Muni 校）の 5 カ所にある。NTC のカリキュ

ラムを統括し卒業資格認定を行う機関（awarding body）として、チャンボコ大学があり
5
、

NTC5 校は同一カリキュラムの下で教員養成を行っている。

現地調査で聞き取りを行った NTC3 校の状況を以下に示す。

表２－１　NTC の現況

Kabale Kaliro Muni

学生数

（人）

中等教員養成 1,180 950 885

アップグレード * 640 450 570

教員数

（人）

定　員 72 63 63

実　数 52 43 52

主な施設

教　室 18 13
10（うち 3 は寮

として使用）

理科実験室 3 2 3

コンピュータラボ
2（うち 1 はネッ

トアクセスあり）
1

1（コンピュータ

は 8、9 台）

図書館 1 1 1

付属中学校 あり あり なし、初等のみ

* 初等教員の Grade 5 資格教員へのアップグレードコース

出所：インタビューより作成

現地調査での MoES 関係者、教員、援助機関関係者らの聞き取りでは、NTC の問題と

5
　 聞き取りでは、チャンボコ大学が NTC を統括しカリキュラムの質管理も行う役割を担うことになっているが、実際は、資格授与

の認定を行っているのみということであった。
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して、教室や設備、実験機材や図書等が不足していること、いずれの NTC でも教官が定

数を満たしておらず、非常勤講師の登用や専門外の科目を教えることで対応しているこ

と、NTC 及び教員養成大学で行われている教授法が理論中心・教師中心の旧来型である

こと、NTC 講師に対する研修が行われていないこと、等が指摘された。

中等教育の現職教員再研修（INSET）に関しては、これまで制度がなかったため、

MoES では、中等教員開発管理システム（STDMS）を策定中である。世界銀行が支援して

いる。調査時点では、コンサルティング業務が始まっており、MoES によれば、2013 年末

ごろには完了する見込みである
6
。

３）理数科教育の現状

UCE において、理科 3 科目（物理・化学・生物）すべてが必修になっており、理数科

教育を重視している方針がうかがわれる。しかしながら、生徒の理数科の成績は、他教科

に比して低い水準にとどまっている。以下に、ウガンダ国家試験庁（UNEB）による全国

学習達成状況調査（NAPE）の 2010 年の結果を示す。

表２－２　NAPE の結果（2010）
（単位：％）

英　語 数　学 生　物

男子 女子 平均 男子 女子 平均 男子 女子 平均

優　等

（Advanced）
10.1 12.0 11.0 7.2 4.3 5.7 0.03 0.00 0.02

合格水準

（Adequate）
55.5 57.4 56.5 47.5 40.4 44.0 36.12 24.58 30.35

基礎レベル

（Basic）
34.4 30.6 32.5 45.3 55.3 50.3 63.85 75.42 69.63

Advanced、Adequate が水準を満たしている（proficient）と評価される。

出所：UNEB：National Assessment of Progress in Educaiton

これによると、水準に達している（proficient）と判定された生徒の割合が、英語で

67.5％であるのに対し、数学は 49.7％、生物は 30.4％と、理数科における成績の低さが目

立っている。また、英語では、女子生徒の成績が男子を若干上回っているが、理数科目で

は、女子の成績が男子より低くなっている。

理数科教育の問題として、現地調査での聞き取りでは、実験設備・機材が不足している

こと、援助機関から実験機材を供与されても使い方が分からず放置されているケースもあ

ること、教員が適切な教授法を実践しておらず、特に理数科の概念を生徒に分かりやすく

提示することができないこと、教員自身の理数科目の教科内容に関する理解が不足してい

ること、カリキュラムそのものが広範にわたっていること、等が指摘された。現地調査中

6
　 初等教育においては、PRESET、INSET を含めた教員研修制度として 1990 年代から初等教員開発管理システム（Teachers 
Development and Management  System：TDMS）が、世銀、米国国際開発庁（USAID）等の支援により、運営されている。
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に実施した教員に対するアンケートでは、理数科教育に関する問題として、教室当たりの

生徒数が多いことや教員の業務量が多いことにより適切な授業ができないという意見が多

かったが、教員自身にかかわる問題として、カリキュラムや教科内容が難しいことが挙げ

られている。

４）カリキュラム改編

MoES と NCDC では、2007/08 年度より、世界銀行の支援を受け、前期中等教育のカリ

キュラム改編（Lower Secondary Curriculum Assessment and Examination Reform Programme：
CURASSE）を進めている。カリキュラム改編は、高等教育に進学する少数の子どもを主

たる対象としていた旧来のカリキュラムを、USE の導入に伴い、障がいをもつ者も含め

たより多くの子どものニーズに対応したカリキュラムとすることを目的としている。こ

れまで多くの科目に細分されていたカリキュラムを再編し、言語（Languages）、人文科

学（Humanities）、理科（Science）7
、数学（Maths）、芸術（Creative Arts）、体育・技術・道徳

教育（PHTME）の 6 つの学習分野（Learning Area）にすることが提案されている（NCDC 
“CURASSE Inception Report”）。NCDC によると、各科目の内容は従来より削減され重要な

項目に絞り込まれたものになる見込みということであった。調査時点では新カリキュラム

の大枠は決まっており、2014 年度に S1 で新カリキュラムを開始し、毎年順次導入してい

く予定ということである。これを受け UCE の試験内容も改訂していく。新カリキュラム

導入にあたっては、事前に教員に対し研修を行うことになっている。

２－２　ウガンダ国国家政策における中等理数科教員強化の位置づけ

ウガンダの国家レベルの上位計画である国家開発計画（NDP、2010/11-2014/15）では、教育・

スポーツ分野に関する政策のなかで、中等教育については、①アクセスと平等の向上、②質の向

上、③有効性と効率性の向上、の 3 つの目標が挙げられている。

教育分野では、教育セクター戦略計画（Education Sector Strategic Plan：ESSP、2004-2015）が策

定されている。最優先課題として、①小学校の子どもが基礎的なスキルに習熟していないこと、

②初等後教育において職業教育及び高等教育に適したスキルと知識が身についていないこと、③

UPE の導入により子どもを小学校に送るようになった世帯の多くがその後の教育費用を負担で

きないこと、を挙げている。これに基づき、目標として、中等教育に関しては、初等教育を終え

た生徒が応用数学や問題解決の能力に習熟して労働力になること、教員が INSET により教授能

力を高めることを重視している。ESSP に加え、中等教育セクターの計画として中等教育戦略計

画（Secondary Education Strategic Plan：SESP、 2008-2019）が策定されている。SESP では、中等教

育に関する戦略は ESSP に準じるとしたうえで、特に中等に関するものとして、①国家開発目標

に適した教育システム、②生徒の教育目標の達成、③効果的・効率的な教育セクター、の 3 つの

追加的目標を挙げている。うち、目標②に関しては、中等学校の生徒が高等教育と労働市場に適

応できるような教育の質を確保することとしており、戦略として、数学能力や問題解決能力の向

上、現職教員再研修システムの構築を挙げている。

7
　これまで、物理、化学、生物の 3 科目があったが、「理科」に一本化される。
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２－３　ウガンダ国中等理数科教育における JICA の協力

JICA では、ウガンダに対し、2005 年から 2 フェーズにわたり、理数科教育支援のプロジェク

ト（SESEMAT）を実施した。また、青年海外協力隊（JOCV）の理数科教師を中等学校に派遣し

ている。

（１）ウガンダ国中等理数科強化プロジェクト（フェーズ１）

期　間 2005 年 8 月～ 2008 年 8 月（3 年間）

対象地域 パイロット 3 県（district）

上位目標 パイロット県における中等学校の生徒の理数科の学力が向上する。

プロジェクト目標 パイロット県における中等理数科教員の資質が向上する。

成　果 1． パイロット県における中等理数科教員や教員養成校教官が所定の

現職教員研修課程を修了する。

2． パイロット県にて理数科教育に対する学校や保護者等からの支援

が得られるようになる。

3． 現職教員研修が制度化される。

中等理数科強化プロジェクトでは、パイロット 3 県を対象に、中央と地方でカスケード

方式による INSET を実施し、教員の資質の向上を図った。加えて、校長や地方教育行政官

（DEO）を対象に理数科教育に関する啓発活動を行うことにより、研修を受けた教員への支

援体制を強化し、さらに、INSET を制度化することにより、中等理数科教育をとりまく環境

の底上げを行った。その結果、研修の中核人材が順調に育成され、研修の運営システムも構

築された。パイロット 3 県においては、研修を受けた教員の一部に態度の変容が確認されて

いる。

（２）ウガンダ国中等理数科強化全国展開プロジェクト（フェーズ２）

期　間 2008 年 8 月～ 2012 年 8 月（4 年間）

対象地域 ウガンダ全国 *

上位目標 対象地域における中等学校の生徒の理数科の学力が向上する。

プロジェクト目標 対象地域における中等理数科教員の資質が向上する。

成　果 1． 対象地域における中等理数科教員及び教員養成校教官が所定の現

職教員課程を修了し、学習者主体かつ学習活動に重きを置いた授

業（ALEI 授業）を習得・実践する。

2． 対象地域にて理数科強化に対する学校や保護者等からの支援が得

られるようになる。

3． 現職教員研修制度が強化される。

4． パイロット地区において研修成果拡大・強化のための活動が行わ

れ、地方活動モデル（案）がまとめられる。

* 討議議事録（R/D）締結時の PDM では、「拡大パイロット」として 24 県を対象地域としていたが、INSET
の実施地区（リージョン）の再編を行い、プロジェクト終了時までに全国で活動を実施するようになった。
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フェーズ１の成果を他の地域にも拡大することをめざして、2008 年 8 月に、SESEMAT
フェーズ２が開始された。開始当初は 24 県を対象としていたが、地方行政区の再編が進ん

でいたことから、INSET を実施する地域の再編と研修実施方法の見直しを行い、全国各県に

おける INSET の実施が実現できた。中央研修講師（NT）、地方研修講師（RT）8
が育成され、

地方では地方運営委員会（RMC）が核となって、INSET が運営されるようになった。プロ

ジェクト後半では、INSET に加え、パイロットベースで、地方において学校レベルでの活動

を支援する地方活動（SESEMAT Activities Regional-Based：SARB）を導入した。SESEMAT の

活動にあたっては、フェーズ１期間中から SESEMAT 基金として必要経費を各学校から徴収

していたが、フェーズ２期間中に、SESEMAT 基金の拠出が生徒の UCE 登録のための条件と

なり、事実上、基金の拠出が義務化された。

終了時評価では、INSET 運営の仕組みが確立され、教員の間に SESEMAT が導入した教

授 法 で あ る ALEI-PIEI（Activity/Experiment, Learner-centred, Encouragement, Improvisation-Plan, 
Implementation, Evaluation and Improvement）の概念が広まり、教員の態度の変容、生徒の授業

への参加の度合いの向上などの成果が認められることが確認された。同時に、ALEI-PIEI の
教授法を通常の授業で実践していない教員が依然として多いこと、教員の教科知識が不足し

ていること、INSET の内容に必ずしも満足していない教員がいること、等が指摘された。こ

のため、INSET を更に拡充していくこと、特に研修の質を向上させること、教員の日々の授

業の質を向上させるため、SARB のパイロット活動の結果に基づき、地方での活動を拡大し

質を高めていくこと、等が提言として挙げられた。

フェーズ２は予定どおり、2012 年 8 月に終了したが、今次調査の期間中に NT らが中心と

なり中央研修が実施されるなど、円滑に活動を継続している。フェーズ２において 4 リー

ジョンにおいてパイロットベースで実施されていた地方活動（SARB）は、既に 14 リージョ

ンで展開されていることが確認された。関係者のインタビュー等によれば、この活動は、学

校レベルでの授業の質向上を目的とし、例えば、教員の通常の授業を観察し助言する、生徒

に対する試験を行うことにより授業が適切に行われていない点を特定し改善する、等の活動

が行われており、教員の教授法改善に効果的であるとのことであった。

（３）協力隊派遣

ウガンダ国内には理数科教育の青年海外協力隊員（JOCV）が、複数の中学校に派遣され

ている。隊員は、配属先の学校において理数科の授業を担当し、必要に応じ教員に授業案の

指導などを行っている。隊員の着任時には、SESEMAT でオリエンテーションを行い、隊員

の活動と SESEMAT が整合性あるものになるよう配慮している。また、隊員が SESEMAT の

研修でデモ授業を行うこともある。

２－４　ウガンダ国中等理数科教育における他援助機関による協力

ウガンダの教育セクターにおける主な援助機関は、JICA 以外では、世界銀行、ベルギー技術

協力公社（BTC）、アイルランド（Irish Aid）、オランダ等である。教育セクターでは、MoES と

8
　 フェーズ１では、パイロット 3 県を対象としていたため、「ディストリクト・トレーナー」としていたが、フェーズ２での研修地

区の再編に伴い、「リージョナルトレーナー」とした。
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援助機関によるセクター会合が開催されている
9
。以下に、調査中に聞き取りを行った世界銀行、

BTC、Irish Aid の協力について記載する。

（１）世界銀行

世界銀行では、対ウガンダ支援戦略目標 4 点のうちの 1 つが人的資源開発となってお

り、そのなかで、初等教育及び初等後教育のアクセスと質の向上を挙げている（World Bank 
“Country Assistance Strategy for the Republic of Uganda for the Period FY2011-2015”）。初等後教育

普及（UPPET）プログラムの一環として、中等教育では、既存の中学校の教室の増設、カリ

キュラム改革支援、中等教員開発管理システム（STDMS）策定支援、教授法改革支援（テ

キストブック、教材の供与）、NTC 2 校の施設整備支援等を行っている。

SESEMAT との関連としては、フェーズ２の期間中に、SESEMAT で導入している教授法

を活用できるような理科教材キット供与を行った。その際、SESEMAT と教材に関する協議

を行っている。世銀では、理科教材キットがあっても、教員が使い方を知らない場合が多い

ため、SESEMAT と協力して学校レベルでの機材研修を実施する可能性を検討している。

（２）ベルギー技術協力公社

ベルギー技術協力公社（BTC）10
では、初等後教育（post-primary）/ ビジネス技術・職業教育・

訓練（Business, Technical, Vocational Education and Training：BTVET）分野の協力として、NTC2
校（Muni と Kaliro）と BTVET 2 校（リラ県の Community Polytechnic と Health Tutors Training 
College）を対象に、支援を行っている。支援には、インフラの拡充（施設の修復、電子シス

テムを含む図書館の拡充）とソフトコンポーネント（大学運営管理者の能力強化、質管理、

教員の能力強化等）を含む。調査時点では、ベースライン調査が完了したところであり、そ

の結果に基づき、具体的な戦略を検討する予定である。

中等教育の課題として、NTC において、教室、教育用資機材（いす等）が不足している

こと、講師定員が充足されておらず、学位とは違う分野を教えている講師もいること、NTC
講師に対する研修が行われていないこと、また、MoES の援助機関の調整能力が不足してい

ること、等を挙げた。

NTC に対する支援に関しては、全教科を対象に行うが、SESEMAT と連携をとり、教授法

やアプローチに齟齬がないようにすること、特に理数科においては、可能であれば、例え

ば研修を共同で実施するなどの協調した活動を行う方針であるということであった。また、

UNEB 等関係機関と協力することも重視している。

（３）アイルランド（Irish Aid）
アイルランド（Irish Aid）11

は、SESEMAT フェーズ２において、SARB の啓発ワークショッ

プの費用負担をするなどの支援を行ってきた。その他教育分野では初等・中等学校の学校建

設の支援を行っている。

9
　調査時点での聞き取りでは、BTC が同セクター会合のチェアを担当しており、次期担当は Irish Aid になる予定とのこと。

10
　 BTC の 記 述 は、“Technical & Financial File: Improving the Training of BTVET Technical Teachers/Instructors and Health Tutors, and 

Secondary Teachers in Uganda”及び調査中の聞き取りによる。
11

　Irish Aid の記述は、ホームページ（http://www.irishaid.gov.ie/uganda/html）及び現地調査での聞き取りに基づく。
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Irish Aid は、北部貧困地域に対する支援を重点項目の 1 つとしており、Karamoja 地域にお

いて職業訓練と中等教育を含めた初等後教育の支援を行っている。同様に中等教育に対する

支援を行っている援助機関との協力ということで、SESEMAT に対し、フェーズ２の SARB
での啓発ワークショップに対する財政支援を行った。これは、3 回に分けて供与されること

になっており、調査時点で 2 回目までの供与が完了している。

今後の支援については、調査時点で、首相府（Office of Prime Minister：OPM）におけるド

ナーからの財政支援のファンドの不正使用が問題になっており、これに伴い、同計画を見直

ししているところであった
12
。Irish Aid では、政府の口座に入る資金の支援を停止しており、

このため初等・中等の学校建設が中止になっているが、政府口座を通さない支援は継続で

きるため、政府口座を通さずに Irish Aid が直接業者を監督することにより支援を再開する方

向で検討している。また、国際機関を通じた支援は引き続き実施する。こうした背景のな

か、SESEMAT に対する今後の支援についても不透明であるが、調査中のインタビューでは、

MoES の口座に資金を振り込むのでなければ、残りの供与が可能になるであろうとのことで

あった。

12
　 聞き取りによれば、千万ユーロ規模に及ぶ使途不明金が報告されており、各セクターの財政支援に参加していたドナーの多くが

支援を停止している。各ドナーが支援を再開するための条件として、行方不明のファンドの返還、不正使用にかかわった職員の

更迭、徹底的な捜査と訴追を要求しているとのことである。
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第３章　プロジェクト基本計画

３－１　プロジェクトの基本方針

これまでの協力により、カスケード方式による全国研修と地方研修という現職教員研修

（INSET）のシステムがほぼ確立され、円滑に実施されてきている。しかしながら、教員は依然

として、教授内容のポイントに関する理解を含む授業実施能力が十分でない、学校レベルで十分

な指導や技術的支援を受けられていない、などの課題を抱えている。このため、まず、中央研

修・地方研修とも、教員のニーズに応じた新たなコンテンツを提供することで、その質を更に向

上させることが課題である。さらに、フェーズ２において、学校での教員の活動を支援・強化す

るための地方活動（SARB）を、パイロットベースで開始したが、この活動をすべての地区で実

施し、また適切に運営していくことが重要である。なお、これらの活動の質を確保するため、関

連する教育機関等との連携・協調が必要であり、中央研修講師（NT）が適切にモニタリングを

行うことが求められている。

INSET に関しては、前述のとおり、依然として数多くの教員が生徒中心の教授法を十分習得・

実践しておらず、教科内容に関する知識も不足していることから、これらの課題を解決するため

に、前フェーズ終盤に開始した教科内容や教授上のポイントに関する研修を更に深め、発展させ

ていくことが必要である。今フェーズにおいては、対象学年（S1 ～ S4）をカバーする教科内容

やそのポイントを教員用資料として取りまとめ、これを研修に活用し、INSET の質の向上を図る

ことを想定している。

SARB をすべてのリージョンに拡大し、全学校・教員を対象に活動を行うことは、教員の日々

の授業改善の取り組みを促進するものであり、本フェーズの目的である教員の授業の質改善を達

成するために必要な取り組みと考えられる。SARB 等に係る経費は、SESEMAT 基金により既に

確保されており、今後、地方運営委員会（RMC）と学校が協力し、これを適切に運営実施する

体制を確立する必要がある。

３－２　プロジェクトのフレームワーク

2005 年 8 月のプロジェクト開始以降、SESEMAT は一貫して「前期中等の理数科教育の質の改

善」という目的の下に取り組んできた。フェーズ３ではこの目標を継承しつつ、より明確な成果

の発現をめざし、これまでの取り組みを更に強化する。具体的には以下説明するアプローチを採

用したうえで、新たなプロジェクト目標の達成をめざす。

（１）現職教員研修コンテンツの質の向上

過去 7 年間の現職教員研修の実践を通じて、SESEMAT では一連の研修コンテンツを開発

してきた。2005 年から 2008 年までのフェーズ１では、教員の態度変容や教職としての専門

性醸成に主眼を置き、理数科授業の実施に寄与する基本のコンセプト（ALEI-PIEI）を定着

させる研修システムの基礎を築いた。続く 2012 年までのフェーズ２では、教科内容の指導

強化と授業手法の改善をめざし、主に授業研究の手法を採用しながら教師の授業実践力の強

化を図ってきた。こうした活動に対するインパクトは、授業観察指標（LOI）と生徒参加指

標（LPI）を利用したモニタリングの測定結果として蓄積されており、プロジェクト実施期

間を通じて徐々に改善の傾向を示しつつあることが確認されている。加えて 2011 年からは、
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SESEMAT 研修において築き上げてきた教授法改善のフレームワークを採用しつつ、各理数

教科（数学・物理・化学・生物）に特化した研修コンテンツの開発を開始した。これにより、

生徒の成績に直結するアプローチが本格化し始めている。

フェーズ３では、2011 年以降実施している教科内容への特化を更に進めた研修内容とす

るため、具体的に以下 2 点の方針を採用する。

方針 1：国家カリキュラム開発センター（NCDC）の新カリキュラムに準拠した「教師用

教材」の作成

ウガンダでは、2014 年より NCDC による前期中等教育の新カリキュラム施行が計画さ

れており、現在シラバスや教科書の準備が進んでいる。MoES の一組織としての責任を担

う SESEMAT では、すべての理数科教科の単元ごとに「教師用教材」（Teaching Reference：
以下教材）を作成することを、次フェーズの活動として計画する。教師用教材では、教科

指導に不可欠となる 5 つのポイント（単元全体の概要・指導のポイント・単元内の小項目

の構成・各小項目の内容説明・評価設問の例）を記載し、授業実践における要点を教科指

導の側面から支援する「単元別教材」としてまとめることをめざす。これまでのフェーズ

においては、教材開発は毎年 8 月の研修改変期にのみ集中して行われてきたが、フェーズ

３ではこの作業を、NT を中心に通年作業で行い、資料の試行版が完成した段階で順次サ

ンプル校にて実践し、その後本番の INSET で利用するものとする。

方針 2：教室レベルでの「教師用教材」の実践の確保

上記資料は、教師に有効な知見を提供する新しいツールとなり得る。一方こうして得ら

れた知見は、教室での実践に結びついて初めて意味をもつが、論理的な知識を教室内で

の実践に結びつけることは容易ではない。そこで次フェーズからは、現行実施してきた

SESEMAT での定期研修を「教室における教材実践の場」と位置づける。単元別教材は、

各教科の内容を段階的にカバーするよう通年で作成していくが、年 1 回の定期研修の際に

完成済みのものから 1 つを取り上げ、単元にのっとった授業研究（授業計画立案・授業実

践・評価）のプロセスを、5 日間の研修のなかで実践する。

定期研修を通じて参加者により準備・作成された書類一式（授業案・授業検討会議事録

等）は、「研修モジュール」としてのファイルを作成し、他の単元の授業実践にも活用で

きる資料としてまとめる（取りまとめは、中央・地方それぞれの研修主体が行う）。

上記、「単元別教材」と「研修モジュール」を合わせたものを、フェーズ３が作成する「教

師用教材」と定義する。図３－１に本概念をまとめて記載する。
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図 1: 「教師用教材」基本コンセプト（「単元別教材」と「研修モジュール」） 

イメージ図 

(中等 1学年物理「物質の三態変化」を事例に作成) 

 

(最もニーズの高い単元・トピックを選定)

SESENAT
定期研修

（上記トピックから

　　1つを選定して研修）

 

                           (研修終了後) 

 

 

図３－１「教師用教材」基本コンセプト（「単元別教材」と「研修モジュール」）イメージ図

（中等 1 学年物理「物質の三態変化」を事例に作成）

（２）地方活動の展開・強化

中央からのカスケード研修だけで、教室レベルのインパクトを生む難しさは、　SESEMAT
フェーズ２を通じて得られた大きな教訓のひとつである。地域による差異の大きさ・研修と

モニタリング機会の不足・研修内容と実践の乖離などがその原因と考えられるが、これらを

克服するには、各地方それぞれの状況を勘案したうえで、学校レベルでの独自の活動を主体

的かつ継続的に行うことが不可欠と考えられる。

こうしたカスケード研修の弱点を補完する目的で、2011 年より SARB が試行的に開始さ



－ 15 －

れた。選定された 4 つのトライアウト地区は、それぞれの背景に合わせた、以下 4 パターン

の独自の活動を展開した。

モデル 1：校内レベルの授業研究会の導入（Bushenyi 地区）

Bushenyi 地区では、教師が継続的かつ経済的に授業研究を開催できる仕組みとして、校

内レベルでの授業研究会を導入した。毎学期、近隣の学校関係者を集めて、全 6 回の公開

授業研究を持ち回りで開催する活動である。これにより、各学校に授業研究の活動が定着

することが目標とされている。

モデル 2：指導案作成の定着化のための校内モニタリング強化（Teso 地区）

Teso 地区では、「良い授業は良い授業案からつくられる」という前提に基づいて、授業

案作成の定着化を目標に活動が設定された。同地区ではすべての教師に授業案の作成を義

務づけ、サンプルとして取り上げた授業案の質を、SESEMAT の RT と NT が開発した「授

業案チェックリスト」を利用した評価を行った。本活動を通じて、校長・副校長・教科主

任を主体とした、理数科教員の授業準備状況に対するモニタリング能力の強化をめざして

いる。

モデル 3：地区一斉学力試験を通じた弱点分野の克服と授業改善（Mukono 地区）

Mukono 地区では、生徒に対する直接の学力向上をねらう活動の必要性とともに、教師

が計画的かつ適正にシラバスをカバーすることの重要性も指摘された。これらに対応する

活動として、同地区では生徒に対する一斉学力試験の導入が決定された。ベースラインと

なる第 1 回テストで生徒の苦手分野を把握し、現在はその分野の特別（補習）授業を実施

している。その後第 2 回のテストで、生徒のパフォーマンスの改善状況を把握し、分析を

加え、今後の学力改善につなげることが意図されている。

モデル 4：校内授業観察システムの導入（Karamoja 地区）

Karamoja 地区は、広大な地域に少数の学校が分散する、地理的に厳しい地域である。こ

のため、同地区では学校内で完結できる活動の必要性が高く、学校内での授業観察を通じ

た授業改善活動を採択した。校長や教頭など管理職の人材が、すべての教師を対象に毎学

期最低 1 回の授業観察を行い、授業観察指標にのっとった評価・採点を行った。また、授

業の達成事項と改善点について事後協議を行い、今後の更なる授業改善のためのフィード

バックを行うシステムが、現在施行されている。
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図３－２　地方活動（SARB）の実施地区一覧

前フェーズの SESEMAT では、上記 4 地区での SARB 活動の手法を定式化し、実施に関す

る成果・教訓を報告書にまとめて MoES に提出した。SARB 活動は、定期研修で取り上げる

学校レベルでの学習の質管理を、中央に依存しない地方主体の活動のなかで日常的かつ継続

的に実現することをめざしたものである。成果１の「教師用教材」と、成果２の「地方活動

展開」が並存することにより、地方の教育人材が独自の権限で、教育の質担保に直接携わる

機会が保障される。

（３）SESEMAT における評価モニタリングシステムの再構築

フェーズ２実施期間を通じて、SESEMAT では 4 項目の評価対象（教師による授業準備・

教師による授業実践・生徒による学習参加・生徒の学力向上）を設定し、実施してきた。こ

れら 4 項目は、学習成果発現までの進捗段階に合わせて設定されたものであり、SESEMAT
の活動と併せて設定されたものである。
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フェーズ３では、上記 4項目の評価フレームを採用しつつ、新たに 2つの評価対象を加え、

合計 6 項目での評価を実施する計画を立てている。それぞれの評価項目の詳細は以下のとお

りである。

①　授業準備評価（研修の前後比較で評価：成果レベル）

定期研修実施の前後において、当該研修で取り上げる強化単元についての 5 項目評価

（背景知識・指導要点・主発問・活動内容・評価設問）を実施する。この評価を通じて、

授業改善の前提となる教師の教科知識と指導技術が、研修前後でどの程度変化したか

を分析する。

②　授業実践評価〔授業観察指標（LOI）を用いた評価：成果 / プロ目レベル〕

教室レベルでの研修成果の発現状況を確認するため、地方研修終了後 1 カ月をめど

に、対象地区からランダムに選択した学校において授業観察を実施する。授業観察の

視点は、授業目的・授業の導入・学習要点等の 10 項目を対象とし、それぞれについて

0 ～ 4 のスコアで評価を行う。

③　学習参加評価〔生徒参加指標（LPI）を用いた評価：成果 / プロ目レベル〕

上記観察の際、授業に出席した生徒にも評価を実施し、授業に対する生徒の参加度を

測定する。対象となる 4 つのカテゴリー（要点理解・参加・楽しさ・理解）を、授業観

察と同じく 0 ～ 4 のスコアで評価する。

④　卒業試験評価（UCE を用いた評価 / スーパーゴールレベル）

生徒の最終的な学習定着度を示す尺度である、ウガンダ前期中等教育修了資格試験

（UCE）を利用した評価を行う。UCE は毎年 1 回、卒業学年である中等 4 年の生徒を対

象に実施される試験であるが、SESEMAT の次フェーズではスーパーゴールの指標とし

て設定するため、案件開始年と終了年を比較対象とする。

⑤　 生徒の学習到達度評価（SESEMAT による学習到達度試験を用いた評価 / 上位目標レ

ベル）＜フェーズ３より導入＞

これまでの SESEMAT では、テストを通じた生徒の学習測定の機会は年末の UCE の

みであった。しかし、UCE は限られた情報しか公開されないため、研修参加別や地区

別の成果分析をすることが極めて難しかった。そこでフェーズ３では、過去の UCE 試

験を参考にした学力問題、さらにケニア SMASE（Strengthening of Mathematics and Science 
Education：理数科教育強化計画プロジェクト）の SPIAS や経済協力開発機構（OECD）

の PISA などを参考にした態度・関心問題を共に作成し、SESEMAT 内部で独自の学力

測定ツールとして開発する。このツールを、案件開始後と終了前に各地区のサンプル

校において実践することで、学力向上の成果を確認するとともに、研修実践との関係

性を明確にすることをめざす。
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⑥　 教師による活動評価（定期研修と地方活動を対象とした満足度評価 / 成果レベル） 
＜フェーズ３より導入＞

上記 5 つの評価項目は、いずれも活動を通じた成果の発現状況を測定するものだが、

教師の認識や満足度を対象とする評価ではない。活動の自立発展性を考えた場合、活

動に対する教師の認識は極めて重要であり、フェーズ３からは新たに定期研修や地方

活動を対象とした「教員の満足度評価」を導入する。この評価は、定期研修や地方活動

など、実際の活動を行う際に併せて実施するものとする。

表３－１　SESEMAT フェーズ３における評価 6 項目

評価項目 評価レベル 評価対象 評価場所 指　標 頻　度 評価対象

研修評価

（中央 / 地方）

成　果 研修参加者全員 定期研修 研修達成度

事前事後評価

4 カ月に 1
回研修対象

地区に実施

（年に 1 回

全地区に実

施）

定期研修

教師満足度 研修参加者全員 研修満足度

授業観察

対象校の

教師 / 生徒

授業観察対

象校

地方活動満足

度

地方活動

教室での成果

発現

（授業観察 /
授業参加）

成果 /
プロ目

授業観察指標

（LOI）
全活動（定

期研修・

地方活動）
プロ目 /
上位目標

授業観察

対象校生徒

生徒参加指標

（LPI）

生徒の学習到

達度

上位目標 サンプル校生徒 サンプル校 テストスコア （最低限）案

件開始時と

終了時の 2
回

卒業試験 スーパー

ゴール

卒業試験全受験

者

全国試験セ

ンター

UCE 試験成績

上記指標を利用して、案件の開始後と終了前に、それぞれベースライン・エンドライ

ン評価を、以下の要領で実施する。

➢　 授業観察指標→案件開始後の初回分と、終了直前の最終回分の比較（初回・最終

回のみ、対象校数を拡大して実施）

➢　�授業参加指標→同上

➢　�卒業試験・学習到達度評価→フェーズ３開始年と終了年の比較

また、ベースライン・エンドライン以外の定期評価では、以下を対象とする。

➢　�研修評価→研修での前後評価（中央研修・地方研修共通）

➢　�授業観察・生徒参加評価→研修終了後 1 カ月（中央研修・地方研修共通）

３－３　PDM の内容

プロジェクト
13
の概要は以下のとおりである。PDM については、付属資料１の「協議議事録 

（M/M）ANNEX 3」を参照。

13
　 ウガンダでは、「SESEMAT Programme」と呼んでいることから、英文 PDM では「Programme」としているが、本報告書では「プ

ロジェクト」と称する。
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プロジェクト名 ウガンダ国中等理数科強化教員研修（SESEMAT）プロジェクト

フェーズ３

プロジェクト期間 2013 年～ 2017 年（4 年間）

協力相手先機関 教育スポーツ省（MoES）中等教育局及び教師教育局

プロジェクトディレクター 教育スポーツ省次官

プロジェクトマネジャー /
ナショナルコーディネーター

教育スポーツ省中等教育局長

アシスタント ･ ナショナル

コーディネーター

教育スポーツ省教師教育局長

ターゲットグループ ウガンダ全国の前期中等理数科教員

プロジェクト目標 前期中等学校理数科教員の授業の質が改善する

（１）支援対象

ターゲットグループは、全国の前期中等理数科教員とした。後期中等（S5、S6）は含ま

ない。理数科教員の数については、私立中学校の教員の数を MoES でも正確に捕捉していな

いこと、複数の学校をかけもちしている教員がいることなどから、正確な数が把握できな

いが、MoES の話によれば、MoES に正式に登録されている公立中等学校教員（全教科含む）

が約 2 万 3,000 人、私立中学校教員が推定約 1 万人、うち理数科教員は、公立・私立合わせ

て推計 1 万人程度ということである。

対象地域については、フェーズ２で既に全国で INSET の仕組みが確立されていることか

ら、ウガンダ全国とした。

（２）プロジェクト目標

＜プロジェクト目標＞

前期中等学校理数科教員の授業の質が改善する。

＜指標＞

①　拠点校において SESEMAT で実施する生徒向け簡易試験の結果

②　生徒参加指標（LPI）の結果

③　授業観察指標（LOI）の結果

プロジェクト目標は、「前期中等学校理数科教員の授業の質」とした。フェーズ１、フェー

ズ２とも、「中等理数科教員の資質」の向上をプロジェクト目標に挙げているのに対し、

フェーズ３では、「授業の質」とし、より生徒の学習に直結したことを目標にしている。

プロジェクト目標の指標は、3 点設定した。うち、指標②の生徒参加指標（Learner 
Participation Index：LPI）は、生徒の授業への参加の度合いや関心等を測るもの、指標③の授

業観察指標（Lesson Observation Index：LOI）は、教員が生徒中心の授業を行っているかを測

るもので、それぞれ所定の評価項目と評価基準に基づき点数制で評価を行う。既に、これま

でのフェーズで収集してきているものであり、継続して変化をみるという観点から、また

「授業の質」という今次フェーズのプロジェクト目標の指標としても適切であることから、
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引き続き、指標としてモニタリングすることとする。ただし、プロジェクト開始時に指標の

項目を見直し、必要であれば改訂することとする。

これらの指標に加え、今フェーズでは、新たに「生徒向け簡易試験の結果」（指標①）を

設定した。これは、プロジェクトの成果が生徒の学力に反映されることを期待する MoES
関係者らの強い希望を受け、また「授業の質」をより明確にみるため、設定したものであ

る。生徒の学力を測る指標として、フェーズ２の上位目標では、前期中等教育修了資格試験

（UCE）の成績を挙げていたが、UCE の試験問題はプロジェクトで導入している ALEI-PIEI
の手法と必ずしも結びついていないことから、プロジェクトの活動を反映した簡易試験をプ

ロジェクト独自に作成することとする。例えばケニアで実施している同様の理数科教育プロ

ジェクト（Strengthening of Mathematics and Science Education：SMASE）で作成した生徒の学力

をみるための独自の試験である SPIAS や過去の UCE から適切な問題を抽出するなど
14
、ある

程度簡易な方法で試験問題を作成する。試験問題については、プロジェクトで導入した生徒

中心の教授法の成果を適切に測るような問題を選択・作成すること、また、「授業の質」を

みるという観点から、生徒の理数科授業に対する関心や態度を質問する項目を入れること、

とする。また、簡易試験は後述する「拠点校」を対象に実施することとし、拠点校の学習環

境（教員の数、施設・機材等）や経済社会状況等、教育に関連する要因を併せて分析したう

え、プロジェクトの成果をみる。簡易試験の対象は、UCE が S4 を対象としており、NAPE
が S2 を対象としていることから、S3 の生徒を対象に実施することが MoES から提案されて

いる。

（３）上位目標 / スーパーゴール

＜上位目標＞

前期中等学校生徒の理数科学習態度が改善する。

＜指標＞

①　拠点校において SESEMAT で実施する生徒向け簡易試験の結果

②　生徒参加指標（LPI）の結果

＜スーパーゴール＞

前期中等学校生徒の理数科の学力が向上する。

＜指標＞

①　前期中等教育修了資格試験（UCE）の結果

上位目標は、「生徒の理数科学習態度の改善」とし、スーパーゴールとして「生徒の理数

科の学力」を挙げた。フェーズ２では、上位目標を「（対象地域における）生徒の理数科の

学力の向上」とし、指標として UCE の成績を挙げていた。しかしながら、前述したとおり、

UCE の問題はプロジェクトの内容を必ずしも反映していないことや、生徒の成績には多く

の要因が関連することから、フェーズ２の終了時評価では UCE の成績に顕著な変化の傾向

がみられなかった。上位目標は、プロジェクト期間終了後 3 年から 5 年で達成することが期

14
　 SPIAS については、ケニアでの試験実施に配慮しウガンダで試験問題を公開することに問題がないか、また、著作権の扱いがど

のようになっているか、確認が必要である。UCE については、過去の問題が公開されていることから、著作権の問題は発生しな

い模様である。
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待されていることから、外部条件が多い生徒の成績とするより、プロジェクトとの関連がよ

り明確であるものを設定する方が適切であり、本フェーズでは、上位目標は「理数科学習の

態度」とし、拠点校での生徒向け簡易試験の結果と LPI の結果を指標とした。これら指標は

プロジェクト目標と同様であるため、上位目標としては、目標値を高く設定すること等が考

えられる。生徒の学力については、スーパーゴールとし、UCE の結果を指標として設定し

ている。ただし、上位目標の指標の 1 つである簡易試験のなかには学力を測る問題も含まれ

る予定であるため、プロジェクトで導入した教授法が生徒にどのような成果をもたらしてい

るかという観点から、学習態度のみならず学習プロセスや理解のプロセスなど、ある程度学

力の変化の傾向をみていくことになる。

（４）成果（アウトプット）・活動

成果１ 定期的 INSET の研修プログラムの質が改善される。

＜指標＞

（1-1） INSET の研修理解度評価（事前事後テスト）の結果

（1-2） 開発された教員用教材（S1 ～ S4 の科目内容資料とその INSET 用研修モ

ジュール）

（1-3） INSET のコンテンツに対する教員の満足度

＜活動＞

1-1　 INSET 研修コンテンツの質の改善のために、DES、NCDC、 UNEB、その他

関連する教育機関との協調によるタスクフォースを結成する。（SESEMAT
事務所）

1-2　 タスクフォースがこれまでの研修コンテンツのレビューを行う。（タスク

フォース、NT の主導による）

1-3　 研修コンテンツの質の改善のための計画案を策定する。〔テクニカルスー

パーバイザー（Technical Supervisor：TS）〕

1-4　 教員用教材（S1 ～ S4 の科目内容資料とその INSET 用研修モジュール）開

発のための計画案を策定する。（TS）
1-5　 1-3 の計画案、ベースライン調査、改訂カリキュラムに基づき研修コンテン

ツを開発する。（TS）
1-6　 1-4 の計画案、1-5 で開発されたコンテンツ、ベースライン調査、改訂カリキュ

ラムに基づき教師用教材を開発する。（TS）
1-7　 1-5 で開発された研修コンテンツと 1-6 で開発された教師用教材のレビュー

を行う。（タスクフォース）

1-8　 1-5 で開発された研修コンテンツと 1-6 で開発された教師用教材に基づき、

全国研修を実施する。（TS）
1-9　 INSET 全国研修のコンテンツの効果を測るために、研修時に RT への事前事

後テストを実施する。（TS）
1-10　 RT が INSET 地方研修を実施する。（RT、TS が支援）

1-11　 INSET 地方研修コンテンツの効果を測るために、研修時に参加教員への事

前事後テストを実施する。（RT、TS が支援）
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1-12　 2-3 で選定したサンプル校におけるモニタリングから教員用教材改善のた

めの課題を抽出する。（TS）
1-13　 1-1 ～ 1-12 の活動において、NTC、他の PRESET 機関、関連する教育機関

と協力した活動を実施する。（TS）
1-14　 学校管理者、DEO、DES 職員らを含む関係者に対し啓発活動と研修を実施

する。（TS）
1-15　 NT のコンテンツと教材開発における能力の向上のための研修を実施する。

（JICA 専門家）

1-16　 サイエンスフェア、スーパーティーチャーコンテスト、キャリアガイダン

ス冊子等、モチベーションと関心の向上のための活動を実施する。（NT、 
MoES との協力による）

1-17　 INSET 等で導入した教員用教材を、教員が授業に活用できる参考資料とし

て取りまとめる。（TS）

成果２ 地方活動（SARB） が全国で適切に運営される。

＜指標＞

（2-1） SARB 活動の数

（2-2） SARB 実施各リージョンで SARB に参加した学校数

（2-3） 適切にまとめられ、RMC を通じて SESEMAT 事務所に送られ、MoES 内の

モニタリング・評価（M&E）ワーキンググループに提出されたレポートの

数

（2-4） SARB に対する教員の満足度

（2-5） 授業観察評価（LOI） （該当する場合） 

＜活動＞

2-1　 SARB の全国レベルモニタリングのため、LPI、LOI、満足度等を含む SARB
モニタリングツールを開発する。（TS）

2-2　 RMC で SARB の活動計画を作成する。（TS）
2-3　 SESEMAT 事務所と RMC の協議と合意に基づき SARB の拠点校を選定する。

（RMC、TS が支援）

2-4　 SARB 推進に向け（必要に応じて）RMC の運営ガイドラインを改定する。

（RMC、TS が支援）

2-5　 拠点校で生徒の学力を測るためのベースライン調査を実施する。（TS、
RMC）

2-6　 各学校 / リージョンレベルで SARB 活動計画を作成する。（RMC 、TS が支援）

2-7　 学校管理者、DEO、DES 職員らを含む関係者に対し啓発活動と研修を実施

する。 〔ナショナルコーディネーター（National Coordinator：NC）〕
2-8　 各学校 / リージョンレベルで SARB を実施する。（RMC）
2-9　 各学校で SARB のレポートを作成し RMC に送付する。（RMC）
2-10　 DES と協力して SARB モニタリングツールに基づき、各 SARB の活動内容

のモニタリングを行う。（RMC、TS と DES が協力）

2-11　 各リージョンで SARB 進捗報告を取りまとめ SESEMAT 事務所を通じて

MoES 及び関係者と共有する。（RMC、TS）
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2-12　 2-1 で開発されたモニタリングツールに基づき、中央レベルで各 SARB の

活動内容のモニタリングを行う。（TS）
2-13　 拠点校においてエンドライン調査を実施する。（TS、 RMC）
2-14　 拠点校で授業改善の取り組みを事例集として取りまとめ、INSET で共有す

る。（TS）

成果は、INSET に関するものと SARB に関するものの 2 点を挙げた。

成果１は、前フェーズまでで INSET の運営の仕組みがほぼ確立されていることから、

INSET の質の向上をめざすものとしている。特に、どのような項目をどのような組み立てで

行うかといった研修の内容（コンテンツ）とそれに応じた教員用教材を開発することが求め

られており、コンテンツ・教材の開発を活動の大きな柱とした。コンテンツについては、こ

れまでの活動や今回の調査から、教授法に加え科目内容の知識の強化に対するニーズが高い

ことが明らかになっており、SESEMAT 事務所でも、教科内容をより多く INSET に盛り込ん

でいく予定である。教材については、INSET で使用する研修モジュールを作成するほか、プ

ロジェクト目標でめざす授業の質の改善をにらみ、教員が日常の参考資料としても使えるよ

うな科目内容を網羅した資料を想定している。例えば、各学年各科目について、全単元の

ポイントをまとめ日常の参考として使える科目内容資料を作成したうえ、そのなかの INSET
で取り上げる単元については、INSET の流れに沿った研修モジュールを作成するなどであ

る。詳細な内容については、活動にあるように、タスクフォースで検討のうえ決定する。開

発した教材は、成果２で設定する拠点校で試験的に使用したうえ、必要に応じ改訂し、プロ

ジェクト終了までに最終版を完成させる。

成果１の指標は、成果品の確認（1-2）、それに対する満足度（1-3）のほか、教員の INSET
の理解度（1-1）を挙げている。教員の理解度については、これまでも、INSET の前後に参

加教員に対して行うアンケートのなかで内容の理解度をみる項目を盛り込んできたが、研

修の質・成果をみるため、これを更に深めた理解度テストを実施することを想定している。

ただし、教員の間では、自分の能力を試験されることに対する抵抗があるため、あくまで

INSET の事前・事後評価テストの一環という位置づけで、教授法や科目内容に関する理解度

をみる設問を組み入れるなどの配慮をすることが望ましい。

成果２は、SARB の全国レベルでの拡大と拠点校における質の向上をめざすものである。

SARB は、学校レベルでの授業の質向上を目的とし、フェーズ２において、例えば、教員の

通常の授業を観察し助言するなどの活動を実施していた。RMC が中心となり、リージョン

ごとに、フェーズ２でパイロットベースで実施していた 4 種類の活動から 1 つを選定して実

施する。活動のモニタリングもリージョンベースで行うが、NT からリージョンに対するモ

ニタリングも行う。SARB をすべてのリージョンに拡大し、全学校・教員を対象に活動を行

うことで、教員の日々の授業改善の取り組みを促進することとする。

成果２の指標としては、面的な拡大を測るものとして、指標（2-1）、（2-2）、（2-3）、質

の向上をみるものとして、指標（2-4）、（2-5）15
を設定した。質の向上は、拠点校（sample 

school）での指標の達成をみるものとする。拠点校は、重点的に支援を行う学校というわけ

15
　 LOI については、例えば、SARB で試験活動を行っているリージョンなど、SARB の活動内容によっては、適用外となる場合も

想定される。
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ではなく、質に関する指標をとるためのサンプル校であり、成果１の教材を試験するための

学校という位置づけである。拠点校は、プロジェクト開始後に関係者の協議により設定す

る
16
。教員の満足度の指標については、プロジェクト開始後に具体的な項目を設定し、SARB

モニタリングツールに含める。

（５）投入（日本側、ウガンダ側）

投入は、以下のものを予定している。

ウガンダ側 日本側

カウンターパート（C/P）配置

NT の給与・宿泊日当

RT、教員、PTC/NTC 教員の研修に係る交

通費

RT の地方研修実施に係る日当

事務所及び必要な施設の提供

光熱費・電話代・燃料費

専門家派遣：

・チーフアドバイザー

・理数科教育 1/ 教材作成

・理数科教育 2/ モニタリング・評価

・地方活動強化 / 業務調整

C/P 研修：ウガンダ国外における研修

機 材供与：双方の合意により活動に必要と

なった機材、車両、教材

ロ ーカルコスト：ローカルコンサルタント、

研修・セミナー費用、教材開発費、イン

ターネット代

日本側の投入のうち、専門家は、教科内容（数学、物理、化学、生物）の専門をもつ者を

複数名派遣することを想定している。C/P 研修は、必要に応じ、本邦、第三国等で実施する

ことを検討する。ウガンダ側は、現在 12 名の専任の NT がおり、調査時点で 3 名を増員す

ることが決定しているが、リクルートが進んでいない。これに加え、NT の取りまとめ役と

してテクニカルスーパーバイザー（TS）1 名を配置する予定である
17
。地方での活動に係る費

用は、SESEMAT 基金から拠出する予定である。

（６）外部条件

外部条件は以下のとおりである。

成果を達成するための外外部条件 RT の大多数が RT の活動を継続する。

プロジェクト目標を達成するための外

部条件

研修に参加した大多数の教員が教職にとどまる。

上位目標を達成するための外部条件 生徒の学習環境が悪化しない。

16
　 調査中の協議では、全国レベルで、私立 / 公立、都市部 / 農村部、男子校 / 女子高など、いくつかの異なった性質の学校を拠点

校に選定することが望ましいが、必ずしも、各リージョンに 1 校またはリージョンごとに同数の学校を選定する必要はない、と

いう意見であった。
17

　調査時点では、NT のなかから 1 名が Acting Technical Supervisor に任命されている。
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スーパーゴールを達成するための外部

条件

ウガンダ国内の社会経済状況が悪化しない。

スーパーゴールを持続させるための外

部条件

ウガンダ政府における理数科教育推進の方針が継

続する。

このうち、上位目標については、生徒数に対し十分な数の教員が配置されているか、適切

な施設・機材が準備されているか、等の学習環境、スーパーゴールについては、親が子ども

を学校に行かせるか、等の社会経済状況を、外部条件とすることとしている。特に、生徒の

成績の変化をみる際には、こうした外部条件を併せて検討することが必要と考えられる。成

果を達成するための条件である「RT が RT の活動を継続する」については、教員の人事異

動はある程度不可避であるが、その影響を軽減するための措置として、RT が他のリージョ

ンに異動した場合、異動先のリージョンで RT として活動できるよう、MoES で配慮するこ

と、そのために SESEMAT 事務所で働きかけを行うことが、考えられる。INSET は全国で実

施しているため、人事異動があっても、RT が異動先のリージョンで RT としての活動が継

続できれば外部条件の影響は小さくなる。

３－４　プロジェクトの実施体制

MoES 中等教育局（SED）が主たる C/P 機関となり、教員・指導員教育局（TIET）と協力のうえ、

プロジェクトを実施する。中等教育局管轄下に SESEMAT 事務所が置かれる。必要に応じ、教員

養成機関、国家カリキュラム開発センター（NCDC）、ウガンダ国家試験庁（UNEB）、教育基準

総局（DES）等、教育関連機関との協力を行う。地方での INEST、SARB の計画・実施・モニタ

リングは RMC が中心になって行う。中央（MoES・SESEMAT 事務所）－地方（RMC）－学校と

いう実施体制を通じて、プロジェクトの効果が学校レベルまで到達することをめざす。プロジェ

クト実施体制の詳細については、付属資料１の「協議議事録（M/M）ANNEX 5」を参照。

３－５　プロジェクト実施に向けた留意事項

（１）現職教員研修（INSET）と地方活動（SARB）のモニタリング

INSET と SARB の質を高めるには、モニタリングの質を更に向上させ、与えられた資源の

なかで効率性、効果を最大化する工夫が必要である。特にコンサルタントと C/P の共同作業

の時間管理が重要となってくることから、作業工程計画や役割分担についてはプロジェクト

開始時にあらかじめ合意しておく必要がある。また、将来 SARB の活動モニタリングにつ

いては、地方移管していくことが求められていることから、その方策を検討し、学校での授

業改善の取り組みの把握及び質の確保が継続的に実施されるようプロジェクト活動を実施す

る。

（２）指標の目標値の設定

今次調査でウガンダ側と合意した PDM では、指標の目標値が明記されていない。上位目

標、プロジェクト目標、成果、いずれの指標も、プロジェクト開始後おおむね 6 カ月の間に

ベースライン調査を終了し（活動 2-5）、その調査結果に基づき、具体的な評価基準や目標値
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を設定することを予定している。特に、簡易試験、LPI、LOI 等、プロジェクトで独自に設

定する指標が多いため、適切に指標の評価基準や目標値を設定することが重要である。

（３）カリキュラム改編との整合

プロジェクトにおける INSET のコンテンツ・教材開発は、新カリキュラムと内容を整

合させる必要がある。ウガンダでは NCDC が中心になり、2007/08 年度より、世界銀行の

支援を受け、前期中等教育のカリキュラム改編（Lower Secondary Curriculum Assessment and 
Examination Reform Programme：CURASSE）が進められ、2014 年～ 2015 年に前期中等 1 年か

ら順次導入される予定である
18
。同時に、プロジェクトの実践が新カリキュラムに反映され

るような働きかけも重要である。また、新カリキュラム導入に関する研修が実施される場合

には、プロジェクトでも協力することを前向きに検討する。

このほか、中等教員開発管理システム（Secondary Teachers Development and Management 
System：STDMS）策定の動きや NCDC、UNEB、教職課程を擁する中等教員養成校（NTC）
や大学等の PRESET 機関の推進する活動、施策との整合性に留意し、活動を実施することが

重要である。

（４）ウガンダ国教育関連機関との連携

本プロジェクトの実施においては、これまで以上に NCDC、UNEB、DES 等、教育関連機

関との協力体制の強化が必要である。特に、MoES においては、上記カリキュラムの改編と

中等教員開発管理システム（STDMS）の策定が進んでおり、NCDC、UNEB との連携は極め

て重要である。また、本プロジェクトは INSET を中心に支援を実施しているが、教員の育

成・強化は、PRESET と INSET の双方を視野に入れた包括的な取り組みが必要であり、中等

教員養成校（NTC）や大学等 PRESET 機関と連携することが重要である。こうしたことから、

次フェーズでは、NCDC、UNEB、DES、NTC、大学等の関連機関と協調しつつ活動を行う

必要がある。また、これら協調の促進においては、MoES が教育セクター全体を俯瞰したう

えで、全体調整を行う必要がある。

（５）他援助機関との協調

ウガンダ国教育分野においては、Irish Aid が既にフェーズ２で SESEMAT の活動に資金援

助をしているが、その他、世銀が STDMS 策定とカリキュラム改編の支援、ベルギー技術協

力公社（BTC）が NTC における教員研修の支援等を行っている。これら援助機関と情報共

有を行いながら、援助機関間で、整合性のある、また重複のない支援を行っていくことが重

要である。可能な場合は、協調により合同で活動を実施することが効果的と考えられる。

（６）青年海外協力隊との連携

理数科教員の青年海外協力隊（JOCV）とは、これまで、着任時に INSET にオブザーバー

参加するなどして、SESEMAT での活動と隊員の活動に整合性があるようにするなどの配

18
　 2012 年 12 月の詳細計画策定調査時に確認。2014 年より前に入学の生徒は、卒業まで従来のカリキュラムが適用される。同カリ

キュラム改編作業の進捗を確認しつつプロジェクト計画を策定する必要がある。
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慮・連携を行ってきた。こうした「ゆるやかな連携」を今後も継続していくことが望ましい。

（７）中等教員開発管理システム（STDMS）のなかでの SESEMAT の位置づけ

前述したとおり、MoES では、世銀の協力により STDMS の策定を進めているが、STDMS
の方向性や方針、教員研修の手法と SESENAT の方向性や教授法等が整合性あるように

することが重要である。また、STDMS のなかで、理数科における現職教員再研修として

SESEMAT の INSET、SARB が明確に位置づけられれば、フェーズ３終了以降の SESEMAT
のあり方が明確になるため、好ましいといえる。そのための働きかけをプロジェクトで行う

ことが有効と思料される。

（８）その他の留意点

１）中央研修実施における留意点

SESEMAT フェーズ３の実施目的のひとつは「研修の質の向上」である。研修実施機関

としては、改めて述べるまでもない当然の責務ではあるが、これは非常に難しい目標設定

だということを、最初に認識する必要がある。定期研修の全国展開や研修教材の作成と

いった活動には明確なゴールがあり、達成・未達成が比較的明確であった。他方、研修の

質は主観的な判断に負うところが大きく、たとえどのような取り組みをしたとしても、言

い方しだいで良くも悪くも評価できてしまう。

唯一、質の評価に直結する尺度として、（質の改善活動に）投入した「時間の長さ」が

挙げられる。例えば、毎年の新しい研修コンテンツを準備する際、今の SESEMAT のス

タッフであれば、1 カ月もあれば最低限の内容は揃えられるであろう。だが、同じ内容を

3 カ月かけて作成すれば、その方が良質な内容となる可能性は高いといえる。形の上は 1
カ月でできてしまう活動を、自己批判の視点をもちながら 3 カ月を費やして磨き上げるこ

とは、だれにとっても容易な取り組みではない。

フェーズ３の質改善活動においては、この「質改善のための時間の確保」を最優先課題

にすべきであり、今回調査を通じて完成したフレームワークでも、極力その点を反映した

と考えている。これまでの SESEMAT でのプロジェクト活動は多忙のあまり、「量をこな

すこと」だけを重視してきた傾向が否めないが、今後は活動に優先順位をつけ、業務の削

減や効率化を進めること等で生み出される時間を、自己批判的な活動に投入する姿勢と覚

悟が必要である。

２）地方活動実施における留意点

SESEMAT の地方活動である SARB は、地方の自主性を尊重し、彼らの自主判断で活動

が進められる点を最大限重視している。言い換えれば、地方に主体性が生じていなけれ

ば、そもそも SARB の活動を展開することは不可能である。この点に関し、中央としての

関与の程度を、きちんと整理しておく必要がある。

次フェーズにおいて SARB を本格展開すると、全 28 の地区が足並みを揃えて活動を展

開することは各地区の状況に相違もあり非常に難しく、活動の活性度に相違がみられる可

能性は高い。その際に、活発でない地区に多大な労力をかけてまで、一律に足並みを揃え

ることは得策でないと考える。第一に、SARB はそもそも中央が半ば強引に仕掛ける活動
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とは趣旨が反する。第二に、今後 SESEMAT として研修の質向上、ひいては SESEMAT 活

動全体の質向上を実現する過程において、中央事務所の時間的余裕はあまりない可能性が

高いと考えられる。地方活動の展開については、自主性を発揮する地区に対しては最大限

尊重する支援体制をとる一方で、そうでない地区に対しては性急な解決を求めず、状況に

応じて対応を検討し、環境を整えるところから開始することが期待される。

３）MoES に対する留意点

SESEMAT はこれまで、ウガンダ国 MoES からは好意的かつ協力的な対応を受けてきた。

しかしながら、卒業試験という彼らが最も重視する達成指標に劇的な変化がみられない現

状において、今後もこの傾向が継続する保証はない。むしろ今後は、より厳しい目にさら

されることが考えられる。

SESEMAT としては、卒業試験をはじめとする各種の成果指標に最大限の関心を払い、

その向上に努めることは言うまでもない。一方で、こうした成果指標の上下が、現職教員

研修という制度そのものに対する判断指標として利用され、結果的に現職教員研修の妥当

性まで疑問視されるような状況に対しては、正しく反ばくしていく必要がある。現職教員

研修は、生徒の学力向上のためだけにあるのではなく、むしろ教壇に立つ教師としての職

責に自己研鑽を課す、国と教師双方の義務として存在するものである。この双方の義務に

対して、SESEMAT からはいかなる貢献ができるか、また何をなすべきかを、常に回答と

して準備しておく必要がある。

４）外部教育関係機関（UNEB・NCDC・他ドナー）に対する留意点

詳細計画策定調査時に NCDC を訪問し、今後のカリキュラム改定に関する意見交換を

行った。現在 NCDC では、2014 年から導入予定の新カリキュラム作成作業を進めてお

り、今後大規模な教員研修を実施するとの話であった。また、他ドナーの間でも、世銀が

Science Kit の配布を行い、ベルギーでは NTC に対する支援を実施するなど、SESEMAT の

活動範囲に直接間接でかかわる活動が行われている点が確認された。

こうした機関に対して、SESEMAT が協力関係を築いていくことの重要性は改めて述べ

るまでもないが、その協力方針に関しては、それぞれの本分と比較優位を十分認識した

うえで決定すべきである。SESEMAT は現場の教師の意見を直接代弁できる数少ない団体

の 1 つであり、試験制度やカリキュラム・教員養成制度などに対して、少なからず示唆す

べきポイントを有している。しかしながら、そうした活動を主体的に行うのは各団体であ

り、SESEMAT として過度に関与すべきではない。SESEMAT の本分と比較優位に留意し、

検討する必要がある。

SESEMAT の強みは、現場の教員に対して直接の伝達システムと強固なネットワークを

もっているという点である。現在 MoES での教育改革における議論は、カリキュラム改定

や試験制度等に主眼が置かれているが、こうした改革により決定される方針やカリキュラ

ム等の詳細な決定内容を学校現場の各教師に周知徹底する手段としては、現行において

SESEMAT 以外には存在しない。要するに、MoES によるいかなる重要な決定事項も、最

終的には SESEMAT の手を通じて配布する以外に有用な手段はなく、こうした観点から

SESEMAT は一定程度の権限と裁量等を含む優位性を有していることになる。以上の背景
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を踏まえると、SESEMAT が築いてきた現職教員研修システムは、運用しだいで他のいか

なる教育改善プロセスにも影響力を行使することが可能であり、今後も引き続きこの優位

性の強化に専心することが得策である。

５）JICA としての留意点

詳細計画策定調査を通じて、調査団は現時点で最良と考えられる案件のフレームワーク

を完成した。しかしながら、このフレームワークは、あくまでも 2012 年 12 月時点でのス

ナップショットから導いた最善案であり、時々刻々と変化する今後の状況までを読み込ん

だものではない。

プロジェクトの「目的」は不変でなければならないが、プロジェクトをとりまく環境の

変化に対応するために、その手段である「活動」は常に検討がなされ、極力柔軟に対応す

るべきと考える。現行計画中の活動が、今後意味を失うかもしれないし、その逆に、当初

想定していなかった事態に対応するため、新たな活動を実施しなければならない事態も発

生するであろう。プロジェクトの実施で大切なことは、PDM に記載されている活動を盲

目的にこなすことではなく、そうであってはいけない。プロジェクトや SESEMAT の組織

や機能が今後どうあるべきかを含め、短期的、中長期的な将来像を関係者と議論するなか

で、常に現状に照らし合わせてプロジェクト活動の評価を繰り返し、PDM に変更が必要

と判断した場合には、ためらうことなく直ちに対応するべきである。

３－６　プロジェクトの評価 5 項目

詳細計画策定調査において、DAC 評価 5 項目の観点から評価を行い、本プロジェクトを実施

する意義が高いことを確認した。

（１）妥当性

ウガンダのニーズと政策、わが国の対ウガンダ援助方針、プロジェクトデザインの観点か

ら、妥当性は高い。

ウガンダにおいては、理数科教育の質の向上が課題となっている。1997 年の初等教育無

償化政策実施、2007 年の中等教育無償化政策の導入により、前期中等教育の就学者数が増

加している。就学者の増加に伴い、量的拡大とともに教育の質の向上が課題となっている

が、ウガンダ国家試験庁（UNEB）による全国学習達成状況調査（NAPE）の 2010 年の結果

では、水準に達している（proficient）と判定された生徒の割合が、英語で 67.5％であるのに

対し、数学は 49.7％、生物は 30.4％と、理数科における成績は低い。また、教員の教科内容

に関する知識の不足や教師・理論中心の教授法の不適切さが指摘されているが、初等教員に

対しては、現職教員再研修システム（TDMS）が確立されている一方で、中等教育現職教員

に対する再研修の制度は確立されておらず、中等教員の定期的な研修の機会が提供されてい

ない。

ウガンダにおいて、中等教育、特に理数科教育の質の向上、そのための教員研修は重視

されている。国家開発計画（NDP 2010/11-2014/15 では、中等教育の質の向上が挙げられてい

る。教育セクター戦略計画（ESSP 2004-2015）では、初等教育を終えた生徒が労働力となれ

るよう応用数学能力や問題解決能力を高めること、教員が INSET により教授能力を高める



－ 30 －

ことを挙げている。これに基づき、中等教育戦略計画（SESP 2008-2019）でも、中等学校の

生徒が高等教育と労働市場に適応できるような教育の質を確保することを重点項目としてお

り、戦略として、数学能力や問題解決能力の向上、現職教員再研修システムの構築を挙げて

いる。また、UCE において、理科 3 科目（物理・化学・生物）すべてが必修になっており、

理数科教育を重視している方針がうかがわれる。

わが国の対ウガンダ国別援助方針では、4 つの重点分野の 1 つに「経済成長を実現するた

めの環境整備」が含まれている。これに関連するものとして、経済成長を担う人材の育成と

いう観点から初等後教育強化が挙げられており、このなかに職業訓練教育強化プログラムと

並び中等理数科教育強化プログラムが位置づけられている。また、対アフリカ諸国協力に関

する TICAD（アフリカ開発会議）V 高級実務者会合（2013 年 11 月）では、3 つの主要テー

マのうちの 1 つである「強固で持続可能な経済」の基盤として、科学技術の振興、特に理数

科を中心としたあらゆるレベルの教育の質の向上を挙げている。

プロジェクトのデザインは妥当と判断される。カスケードシステムで行う INSET と地方

レベルで実施する SARB を大きな 2 つのコンポーネントとしている。INSET については、

フェーズ２までで運営の仕組みはほぼ確立できていることから、これまでの活動で課題と

なっている質の向上、特にコンテンツ・教材の拡充を中心としており、また、SARB につい

ては、フェーズ２においてパイロットベースで始まった活動であることから、活動の面的な

拡大とともに質の向上をめざしている。これまでのプロジェクト活動を踏まえ、教員の研修

に取り組むことで課題である教育の質の向上をめざしたデザインになっているといえる。今

フェーズでは、UNEB、NCDC、NTC 等教育関連機関と協調した活動を強化していくことを

計画しているが、SESEMAT の方向性をカリキュラム改編の動きや PRESET と整合させるこ

とは重要であり、望ましい実施体制といえる。また、JICA は、1990 年代より、ケニアをは

じめとするアフリカ諸国において理数科教育強化に関するプロジェクトを数多く実施してき

ており、その経験を活用できる計画になっている。

（２）有効性

有効性は高いと見込まれる。ただし、プロジェクト目標の指標の目標値を適切に設定する

ことが必要である。

プロジェクト目標である「授業の質の改善」は、活動が適切に遂行されれば、達成の見込

みは高い。INSET により教科内容に関する知識とその教授法を強化し、学校レベルでの実践

をモニタリングしたうえ、SARB で日々の授業の改善を支援する活動を行うことで、教員が

実際に行う授業の質が向上されることが期待できる。プロジェクト目標達成に至るロジック

は適切であるといえる。

プロジェクト目標の指標は、授業の質の改善を図るものが適切に設定されている。従来も

使ってきた LPI、LOI により、授業の質をみるほか、拠点校においては、プロジェクトで独

自に実施する生徒向け簡易試験を導入し、授業の質の改善をより直接的にみようとしてい

る。簡易試験においては、生徒の学習達成度のほか、生徒の理数科目に対する態度や教員の

授業に対する姿勢をみる項目を盛り込む予定でおり、これにより、授業の質を多面的に測る

ことができるものと思料される。

プロジェクト目標の達成度の評価にあたっては、「改善」のレベルの目標をどの程度に置
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くかにもよっており、関係者の合意の下、指標である生徒向け簡易試験、LPI、LOI の評価

項目と目標値を適切に設定することが必要である。LPI、LOI については、これまでも適用

されている指標であるが、改めて見直しを行い、必要であれば評価項目の再設定を行ったう

えで、適切なレベルを設定することが必要である。生徒向け簡易試験は、今フェーズになっ

て初めて導入する指標であるので、教育学的分析に基づき、類似プロジェクトの経験も考慮

したうえ、適切な試験問題を作成し、目標レベルを設定する。

（３）効率性

効率性の高いプロジェクトの実施が見込まれる。成果達成に必要な活動が計画されてお

り、成果達成の見込みは高い。

投入は、活動に十分なものが計画されている。日本側の投入では、プロジェクト活動全体

を俯瞰したうえで、さまざまな状況に対応して関係者と議論し、ウガンダの教員強化に係る

将来像を見据えて組織の機能強化や持続性を C/P とともに検討していく知見を有する総括的

な役割を果たせる専門家の派遣が必要である。また、教科内容に関する知識の拡充という観

点から、教科の専門性をもつ専門家の派遣を重視している。同時に SARB の運営強化を担当

する専門家の投入も計画しており、必要な活動を行うに十分な専門家派遣計画になっている

といえる。C/P 研修については、本邦または第三国での研修を計画しており、ウガンダ国外

での研修は、他国の経験を共有できることに加えモチベーションを高める意味でも有効と考

えられる。機材供与では、車両を予定しているが、SARB のモニタリング等で専門家、プロ

ジェクト関係者が全国を巡回することを想定しており、活動上必要不可欠なものである。そ

れ以外は研修用の機材等で、特に高額なものの供与は計画していない。

ウガンダ側の投入に関しては、現在 12 名の NT が配置されているが、フェーズ３では、

質の強化や SARB の全国展開に係る活動が加わることから、現在の C/P だけでは、十分な活

動が難しくなる可能性が懸念される。既に、MoES では、テクニカルスーパーバイザー（TS）
1 名と NT3 名の増員を決定しているが、調査時点ではまだ採用に至っておらず、早期に適切

な専門性を有する C/P を確保することが必要である。

プロジェクトは、フェーズ２までの実績を生かした効率的な実施が見込める。上述した

C/P12 名が引き続き配置されることに加え、フェーズ２までで SESEMAT 事務所及び RMC
を核としたプロジェクト実施体制がほぼ確立されていることから、円滑にプロジェクトが運

営できることと期待される。ただし、フェーズ２に比べると、INSET のコンテンツ・教材の

拡充、SARB 実施地域の拡大等、活動も増加しているため、より効率的な活動実施方法を工

夫することが肝要である。

（４）インパクト

プロジェクト終了後もウガンダ側で活動を継続・実施できれば、上位目標の達成は見込め

る。

プロジェクト目標である「授業の質の改善」が達成され、プロジェクト終了後も教員の研

修を継続し教員がその成果を授業の場で実践できれば、ロジックとしては、上位目標の「生

徒の学習態度の改善」は達成され、長期的には、スーパーゴールである「理数科の学力の向

上」も達成されると考えられる。ただし、上位目標の達成度の評価にあたっては、プロジェ
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クト目標同様、簡易試験を指標としているため、簡易試験を適切に作成し目標レベルを設定

することが重要である。また、拠点校での指標をとることとなっており、指標の達成度とと

もに、生徒の学習態度に関連する外部条件である学習環境を併せて分析し、プロジェクトの

インパクトを評価することが必要である。

なお、フェーズ２では、上位目標が「生徒の理数科の学力が向上する」となっており、そ

の指標として UCE の成績を設定していたが、UCE にはプロジェクトで推進する ALEI-PIEI
と必ずしも関係しない問題が含まれていること、生徒の成績には学習環境や家庭環境などの

外部条件も関係すること等があり、終了時評価時点では UCE 向上の明確な傾向はみられな

かった。これを踏まえ、フェーズ３では、UCE を指標とする生徒の成績をスーパーゴール

とし、上位目標はプロジェクトで作成する簡易試験を指標としたが、上位目標がプロジェク

ト終了後 3 ～ 5 年で達成することを想定していることにかんがみ、適切な判断であったとい

える。

上位目標以外にインパクトが発現することも期待される。カリキュラム改編にあたり

MoES で教員対象に行う研修で本事業が協力すれば、本事業で導入している生徒中心の教授

法が全科目に波及する可能性がある。同様に、BTC が中等教員養成校全教科における研修

を計画しているが、研修内容について相互に整合性あるものにすること、理数科については

本事業と協力することで合意しており、PRESET 全教科への波及効果が期待される。また、

ジェンダーの観点からは、女子の理数科の成績が男子に比して低い傾向にあることから、理

数科の授業が改善されることで女子学生の学習意欲・態度、長期的には理数科の成績が改善

されれば望ましいインパクトといえる。

負のインパクトは特に想定されていない。

（５）持続性

政策面、財政面、技術面で、持続性はある程度見込める。

政策面では、現行の教育セクター戦略計画（ESSP）は 2015 年、中等教育戦略計画（SESP）
は 2019 年までのものであり、当面は理数科教育及び現職教員再研修を重視した政策が継続

するものと見込まれる。組織的には、フェーズ２終了後も中等教育局の管轄下で SESEMAT
事務所が運営され、C/P である NT の給与が支払われていることから、持続性が高いと考え

られる。現在、現職教員再研修に関する計画（STDMS）を策定中であるが、このなかで理

数科教員の再研修の仕組みや研修内容が SESEMAT と整合性ある形で計画されれば、政策面

での持続性が確実になると思料される。

財政面では、フェーズ２で SESEMAT 基金の徴収が UCE 登録の条件となり事実上義務化

されたことにより、一定の財源が見込める。毎年 SESEMAT 基金が徴収されることにより、

INSET 及び SARB に係る費用が確保される予定である。既に SESEMAT 基金の運用マニュ

アルが整備されており、聞き取りによれば、各 RMC で適切に基金の管理を行っているとい

うことであり、これまでのところ、基金の運営管理に特に大きな問題は報告されていない。

INSET、SARB 以外の費用では、フェーズ２終了後も、SESEMAT 事務所の光熱費や消耗品

等の経費が MoES から支出されている。今後財政面での持続性を高めるためには、一部の私

立校で SESEMAT 基金の徴収が滞る例が報告されているため、全校からの徴収を確実に行う

こと、SESEMAT 基金の運営管理をより確実、かつ透明性のあるものにすること、が重要で
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ある。

技術面でも、フェーズ２終了後、既に、C/P だけで INSET を運営し、SARB の地域的拡大

を進めていることから、持続性が見込める。フェーズ２までで NT、RT らが育成されてお

り、離職者もほとんどいない。MoES の当事者らは、フェーズ２のプロジェクト終了後の

INSET にも協力的であるなど、おおむね高いコミットメントを示しており、RMC も機能し

ている。NT、RT らは、おおむね適切な能力を有し、プロジェクトに継続的にかかわってい

く意思があるが、プロジェクト終了後にウガンダ側だけで活動を継続していくには、コンテ

ンツ開発能力やモニタリング能力を含め NT を核とした関係者の一層の能力開発をプロジェ

クト期間中に行うことが必要である。また、NT、RT らが、意欲的に活動に取り組めるよ

う、モチベーションを維持していくことが重要である。
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１．詳細計画策定調査報告書（M/M【英語】を含む）



平成 24 年 12 月 13 日

JICA 調査団

ウガンダ国「中等理数科強化教員研修プロジェクトフェーズ３」詳細計画策定調査

現地調査結果報告

１　要請の背景

ウガンダ共和国（以下、「ウガンダ」と記す）においては、1997 年より始まった初等教育無

償化政策及び 2007 年から始まった中等教育無償化政策により、中等教育の量的拡大とともに

質的向上が喫緊の課題となっている。中等教育のなかで、特に理数科の水準は非常に低く、前

期中等教育最終学年の生徒を対象に実施される前期中等教育修了資格試験（Uganda Certificate of 
Education：UCE）の結果では理数科の合格率が極めて低く、他科目の合格率が 8 ～ 9 割であるの

に対し、理数科の合格率は 4 ～ 6 割にとどまっている。また、2003 年実施のベースライン調査

によると、この中等理数科教育に関する問題の多くは、教師・理論中心の教授法や教科知識不足

など、教員の質の低さに起因すると報告されている。また、中等教員対象の現職研修制度がない

ため、教授法・教科知識を継続して向上させる機会が与えられていないと同報告書で述べられて

いる。

ウガンダ政府の政策としては、科学技術振興、産業育成につながる理数科教育のレベル向上が

優先的政策と位置づけられており、これを具体的に実現するための施策として、教育スポーツ省

（Ministry of Education and Sports：MoES）において、理数科教育の強化（理科の必修化）や現職教

員研修（In-Service Education and Training：INSET）の実施が掲げられている。

このような背景の下、JICA は 2005 年 8 月から 3 年間、3 県を対象としたパイロット事業

である中等理数科強化プロジェクト（Secondary Science and Mathematics Teachers’ Programme：
SESEMAT）を支援し、現職教員研修の制度化、理数科教育の強化について成果を上げた。その

後、SESEMAT プログラムが地理的に全国をカバーするプログラムとして成功するために、2008
年 8 月に 24 県を対象として「中等理数科強化全国展開プロジェクト（フェーズ２、SESEMAT 
National Expansion Plan）」を実施し、プログラムの全国展開及びプログラムの研修運営能力の向

上、持続性確保のための SESEMAT 基金の義務化などの成果を上げた。

今回、ウガンダ教育スポーツ省は、これまでの INSET の継続に加え、その更なる質向上や、

フェーズ２で試行的に導入された地方における継続的な授業改善の活動（地方活動）の実施体制

強化を目的とした支援を日本政府に対して要請してきた。

２　調査の目的

本調査は、ウガンダ政府からの要請を受け、具体的な協力内容についてウガンダ政府と協議す

ることを目的として派遣された。具体的には以下のとおり。

（１）フェーズ２終了時評価調査の結果も踏まえつつ、本事業の妥当性を確認する。

（２） プロジェクトデザイン〔プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：
PDM）、実施体制、活動計画（Plan of Operations：PO）、双方の負担事項等〕に関し、ウガ

ンダ側関係者と協議し、合意形成を図る。

（３）プロジェクト開始までに行う作業及びそのスケジュールを確認する。
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（４）日本側、ウガンダ側双方で同意した事項をミニッツとして取りまとめ、署名交換をする。

３　調査日程

2012 年 11 月 17 日（土）～ 12 月 14 日（金）

４　調査団員

担当分野 氏　　名 所　属

団　　長 丹原　一広 JICA 人間開発部基礎教育第二課　課長

協力企画 松崎 　瑞樹 JICA 人間開発部基礎教育第二課　主任調査役

研修企画 中島　基恵 ケニア理数科教育強化計画プロジェクト　専門家

評価分析 田中　恵理香 グローバルリンクマネージメント（株）シニア研究員

５　調査結果

今回調査の結果、主に以下の事項が確認された。また、これらの事項を踏まえウガンダ教育ス

ポーツ省と協議の結果、別添協議議事録のとおりプロジェクト計画の概要につき合意した。

（１）全体総括

これまでの協力により、カスケード方式による全国研修と地方研修という現職教員研修

（INSET）のシステムがほぼ確立され、円滑に実施されてきている。しかしながら、教員は

依然として、「（教授内容のポイントに関する理解を含む）授業実施能力が十分でない」「学

校レベルで十分な指導や技術的支援を受けられていない」などの課題を抱えている。このた

め、まず、全国研修・地方研修とも、教員のニーズに応じた新たなコンテンツを提供するこ

とで、その質を更に向上させることが課題である。さらに、フェーズ２において、学校での

教員の活動を支援・強化するための地方活動（SESEMAT Activities Regional-Based：SARB）を、

パイロットベースで開始したが、この活動をすべての地区で実施し、また適切に運営してい

くことが重要である。なお、これらの活動の質を確保するため、関連する教育機関等と連

携・協調が必要であり、中央研修講師（National Trainer：NT）が適切にモニタリングを行う

ことが求められている。

（２）現職教員研修（INSET）の質の向上

前述のとおり、依然として数多くの教員が生徒中心の教授法を十分習得・実践しておら

ず、教科内容に関する知識も不足していることが明らかである。これらの課題を解決するた

めに、前フェーズ終盤に開始した教科内容や教授上のポイントに関する研修を更に深め、発

展させていくことが必要である。今フェーズにおいては、対象学年（S1 ～ S4）をカバーす

る教科内容やそのポイントを教員用資料として取りまとめ、これを研修に活用し、INSET の

質の向上を図ることを想定している。

（３）地方活動（SARB）の拡大

フェーズ２において 4 リージョンにおいてパイロットベースで実施されていた地方活動
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（SARB）は、本調査では、既に 14 リージョンで展開されていることが確認された。関係者

のインタビュー等によれば、この活動は、学校レベルでの授業の質向上を目的とし、例え

ば、教員の通常の授業を観察し助言する等の活動が行われており、教員の教授法改善に効

果的であるとのことであった。この SARB をすべてのリージョンに拡大し、全学校・教員

を対象に活動を行うことは、教員の日々の授業改善の取り組みを促進するものであり、本

フェーズの目的である教員の授業の質改善を達成するために効果的と考えられる。SARB 等

に係る経費は、SESEMAT 基金により既に確保されており、今後、地方運営委員会（Regional 
Management Committee：RMC）と学校が協力し、これを適切に運営実施する体制を構築する

必要がある。

（４）現職教員研修（INSET）と地方活動（SARB）のモニタリング

INSET と SARB の質を高めるには、中央研修講師（NT）によるモニタリングが不可欠で

あり、INSET と SARB の実施状況及びインパクトに関するモニタリングの質を更に向上させ

る必要がある。他方、INSET と SARB に関するモニタリングについては、NT のプログラム

全体の業務量を考慮し、効果的・効率的な実施方法を検討することも必要である。

（５）ウガンダ側教育関連機関との連携

本プロジェクトの実施においては、これまで以上に国家カリキュラム開発センター

（National Curriculum Development Centre：NCDC）、 ウ ガ ン ダ 国 家 試 験 庁（Uganda National 
Examination Board：UNEB）、教育基準総局（Directorate of Education Standards：DES）等、教育

関連機関との協力体制の強化が必要である。特に、現在教育スポーツ省では、中等教員開発

管理システム（Secondary Teachers Development and Management System：STDMS）の策定とカ

リキュラムの改編が進んでおり、NCDC、UNEB との連携は極めて重要である。また、本プ

ロジェクトは現職教員研修（INSET）を中心に支援を実施しているが、教員の育成・強化は、

PRESET（Pre-Service Education and Training：教員養成）と INSET の双方を視野に入れた包

括的な取り組みが必要であり、中等教員養成校（National Teachers’ College：NTC）や大学等

PRESET 機関と連携することが重要である。こうしたことから、次フェーズでは、NCDC、
UNEB、DES、NTC、大学等の関連機関と協調しつつ活動を行う必要がある。また、これら

協調の促進においては、教育スポーツ省が教育セクター全体を俯瞰したうえで、全体調整を

行う必要がある。

（６）他援助機関との協調

教育分野において、既にフェーズ２で Irish Aid が SESEMAT の活動に資金援助をしている

が、その他、世銀がSTDMS策定とカリキュラム改編の支援、ベルギー技術協力公社（Belgian 
Technical Corporation：BTC）が中等教員養成校（NTC）における教員研修の支援等を行って

いる。これら援助機関と情報共有を行いながら、援助機関間で、整合性のある、また重複の

ない支援を行っていくことが重要である。可能な場合は、協調により合同で活動を実施する

ことが効果的と考えられる。

以　上

別添：協議議事録（M/M）【英語】（PDF）
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